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編 集 方 針
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2023年4月1日～2024年3月31日
（一部、2024年度の情報を含みます）
本社 総務人事室
TEL. 06-7639-7400（代）　FAX. 06-7639-7404
本レポートは、2023年度における当社の事業戦略や業
績、環境への取り組みやコーポレートガバナンス体制を
ご理解いただくため、作成しております。
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年に創業。
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術を磨き、

ました。

適で豊かな暮らしの実現と
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　当社は、経営理念を実現し、社会に欠くことのできない企業として力強く発展を続けるために、当社自身がサステ
ナブルな企業であり続けること、良き企業市民として社会のサステナブルな発展に貢献することにより社会的責任を
果たすことの双方を経営の重要な目標と位置づけ、2022年4月に新たな経営基本方針を定めました。

◆当社はサステナブルな企業であり続けるために、創業以来培ってきた有機合成技術と生産技術を常に進

化させ、幅広い産業を支える基盤となる製品、豊かで快適な社会の実現に資する製品を提供・開発し続

けます。

◆当社は、安全を全てに優先させることをあらゆる事業活動の基本とし、無事故・無災害、工場の安全・安

定操業の実現に努めます。

◆当社は、顧客からの信頼を大切にし、製品の安定供給、優れた製品品質の確保、顧客や社会のニーズ

に即した製品の開発・改良を行います。

◆当社は、コンプライアンスを重視し、社会の一員としてそのルールの遵守を徹底するとともに、自由、公正、

透明な取引を実践します。また、コンプライアンスに加え、自然災害への備え、原料の安定調達、事業

BCPプランの不断の見直しなどリスクマネジメントを含む内部統制システムの充実に努めます。

◆当社は、人権を尊重した事業活動を行います。また、明るく快適な職場づくり、従業員の公正な処遇、

能力開発、安全と健康の確保に努めます。ダイバーシティの尊重を基本方針として掲げ、取り組んでい

くとともに、国籍やジェンダー、年齢にかかわらず多様な人材が生き生きと活躍できる組織風土を作り上

げていきます。

◆当社は技術を重視し、創造した価値を知的財産権として適切に確保し、重要な財産として活用します。

◆当社は、社会の持続的な発展に欠かせない地球環境の保全・良化に貢献するために、CO2をはじめとす

る温室効果ガスの削減などの気候変動問題への対応を始めとして、廃棄物量の削減、環境負荷低減、
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◆当社は、多様な知見を有する取締役で取締役会を構成し、活発な議論を行うよう努めるとともに、その
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対話を図ることにより、適切な関係を保ちます。対話を図ることにより、適切な関係を保ちます。対話を図ることにより、適切な関係を保ちます。対話を図ることにより、適切な関係を保ちます。対話を図ることにより、適切な関係を保ちます。対話を図ることにより、適切な関係を保ちます。対話を図ることにより、適切な関係を保ちます。対話を図ることにより、適切な関係を保ちます。対話を図ることにより、適切な関係を保ちます。対話を図ることにより、適切な関係を保ちます。対話を図ることにより、適切な関係を保ちます。対話を図ることにより、適切な関係を保ちます。対話を図ることにより、適切な関係を保ちます。対話を図ることにより、適切な関係を保ちます。対話を図ることにより、適切な関係を保ちます。対話を図ることにより、適切な関係を保ちます。対話を図ることにより、適切な関係を保ちます。対話を図ることにより、適切な関係を保ちます。対話を図ることにより、適切な関係を保ちます。対話を図ることにより、適切な関係を保ちます。対話を図ることにより、適切な関係を保ちます。

　田岡化学は、化学技術を基盤として時代が求める新たな価値を創造し、生み
出された製品を社会に供給することで、快適で豊かな暮らしの実現と社会の持
続的な発展に貢献します。

経　営　理　念

経営基本方針
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当社を取り巻く事業環境
2023年度はコロナ禍から社会・経済活動の正
常化が進み、世界経済は緩やかな回復基調にあ
りました。一方で、長引くウクライナーロシア
間の紛争に加え、中東情勢の悪化の影響でエネ
ルギー価格が不安定に推移したこと、また、米
国においてはインフレ抑制のため、FRBの高金
利政策が継続したこと、さらには、中国経済が
住宅産業の低迷など経済が弱含みに推移するな
ど不安定で不確実性の高い状況となりました。
また、日本においては、緩やかな景気回復の
途上にある一方で、エネルギー価格上昇や円安
による輸入物価等の上昇や不安定な海外情勢な

代表取締役社長

佐々木  康彰

ど、先行きに関し、多くの懸念材料がある状況
が続きました。

当社業績と中期経営計画
そうした事業環境の中、2023年度当社事業
は主力の樹脂原料の顧客在庫調整が継続したこ
とやワニスの原料価格低下による販売価格ダウ
ンにより、売上高は前年度比で16億円減収
（5.4％減）の285億円となりました。一方、損
益面では、既存品の売価の是正による交易条件
の改善や全社あげての合理化、コストダウン等
が寄与し、営業利益が前年度比で6億円増
（138.3％増）の11億円となりました。引き続き、
業績改善の諸施策として掲げた、①既存事業の
収益改善と財務体質の改善、②中期経営計画で
掲げる各種プロジェクトの遂行と早期収益化、③
中期経営計画のアクションプランの一つである
新規受託品の早期収益化、④研究開発及び新規
事業の探索強化、に注力しているところです。
本年度は現行の中期経営計画の最終年となり
ます。計画策定時と比べ格段に厳しい事業環境
のもとではありますが、先述の業績改善施策を
全社一丸となって進めることにより、一層の利
益の向上に取り組んでまいります。また、現在、
当社は来年度（2025年度）から始まる次期中期
経営計画の策定を進めております。新規製品の
開発・上市、既存製品の競争力強化、新規受託製
造の拡大、海外での事業機会拡大等により、
PBR 1倍以上を念頭におきながら、ROIC(投下
資本利益率)10％以上を目指してまいる所存です。

人的資本への投資
さて、昨今の少子高齢化の進行による労働市

環境問題への取り組み
最後に

社長メッセージ
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当社を取り巻く事業環境

当社業績と中期経営計画

人的資本への投資

場の変化や個々人のキャリア感の多様化、コロ
ナ前後の働きかたの変化などを受け、企業の“人
材”をめぐる環境は以前より劇的に変化しており、
企業における人材戦略の重要性は増しておりま
す。
当社としましても、「企業の競争力と持続的な
成長の源泉は人材である」という観点から、多
様な人材を確保し、一人ひとりが働きがいを感
じながら勤務できる制度や環境を整え、持てる
能力・資質を最大限に引き出して育成していくこ
とに加え、ダイバーシティの推進やワークライ
フバランスの充実も人材に関わる重要な柱とし
て取り組んでおります。
この数年、新型コロナウイルス感染拡大防止
の観点から、社内外との対面でのコミュニケー
ションを制約せざるをえない状況にありました。
このため、当社では2024年2月から5か月を掛
けて、経営幹部が全職場に出向き、従業員の率
直な意見を伺う場を設けました。現在、頂いた
意見を取りまとめ、「やりがい・働き甲斐をもっ
て活躍」し、「より生産性を高めることができる」
職場環境の整備に向けて、実際に動き出したと
ころです。こうした対応は、現役世代の従業員
のやりがいや将来に向けた人材の確保にも繋が
るものと考えており、継続的に実施してまいり
たいと思います。

環境問題への取り組み
近年、我が国においては、夏季は猛烈な暑さ
に見舞われ、更には豪雨による災害や大型の台
風の相次ぐ上陸など、異常気象の影響と考えら
れる各種の自然災害による甚大な被害を受け、
地球環境問題への対応は待ったなしの状況と
なっています。
当社は、サステナビリティ活動を経営基本方

針の一つとして日々の事業活動を遂行しており、
企業活動に伴うエネルギー消費原単位、CO2排
出原単位の削減目標を設定しており、2023年
度は両指標とも計画を上回る結果を達成いたし
ました。
また、事業においても当社の有機合成技術を
活かし、環境問題への対応に取り組んでおりま
す。資源循環の分野では、スマートフォンに搭
載されてるカメラレンズを製造する工程で発生
する廃材を、化学的に分解して光学樹脂モノ
マーに再活用する研究を進めております。また、
マイクロプラスチックによる海洋汚染など、プ
ラスチックに起因する社会問題に鑑みて生分解
性プラスチック向けの生分解性可塑剤の開発に
取り組んでいる他、従来から生産しているラッ
プ用、潤滑油用等の可塑剤において、その原料
を生物資源に置き換えたバイオマス可塑剤の開
発にも注力しており、原油等の化石資源に依存
しないカーボンニュートラルへの取り組みも積
極的に行なっております。さらに、BEV､HEV､
PHEV等のモーターに使用される高機能絶縁被
覆材料（ワニス）の開発・量産化に取り組んでい
ます。駆動モーター等の小型化・軽量化・高出力
化に寄与することで温暖化効果ガス（GHG）の
排出削減に貢献しています。

最後に
最後になりますが、当社の持続的な成長のた
めには、株主、お客様、取引先、近隣地域をは
じめとした様々なステークホルダーの皆様と良
好な関係を構築していくことが不可欠であると
理解しております。ステークホルダーの皆様には、
引き続きご理解・ご支援を賜りますよう、よろし
くお願い申し上げます。

社長メッセージ



設立時の工場鳥瞰図（円内は創業者田岡佐平、右は
第二工場）

1980年代～ 2000年代～ 現代
1919年～ 1950年代～ 1960年代～

事業の多角化

ローダミン染料や有機溶剤溶解型
染料などの上市により、染料業界で
確固たる地位を築いた当社は、製造
設備の増強・近代化と品種の拡大を図
る一方、接着剤や添加剤分野の拡充
に加え医薬中間体事業を開始するな
ど、染料事業以外への事業展開を進
めました。接着剤に関しては、1961年、
日本国内で初めてシアノアクリレート
系瞬間接着剤の製造・販売を開始い
たしました。当時“魔法の一滴”と称
された「シアノボンド」です。このよう
に染料以外の分野への多角化が進ん
だことから、1972年に社名を田岡化
学工業株式会社へと改称しました。

会社の沿革

田岡化学染料製造株式会社
の設立
1919年、田岡佐平は田岡商店を
創業し、染料の販売に着手しました。
一方、当時、第一次世界大戦の影響
で日本国内においては、輸入品に頼っ
ていた医薬品や合成染料が枯渇する
事態に陥っておりました。こうした状
況下、田岡佐平は「合成染料を国産
化したい」という強い思いを抱き、将
来の染料製造を視野に入れた試製造
を進め、1929年には染料の本格製
造をスタートすることができました。
そして1934年には、田岡染料製造
株式会社を設立するに至りました。

住友化学工業（現：住友化学）
経営参加
第二次世界大戦後、繊維業界の不

振等により当社の合成繊維事業は創
業以来の窮地に陥っていたことから、
1955年に、住友化学工業株式会社
（現：住友化学）の系列化に入りました。
以後、住友化学工業との原料調達お
よび製品供給関係を深めるとともに、
新製品開発を進めることで経営再建
に努めました。染料関係では非繊維
分野の開発を進めるとともに、ファイ
ンケミカルや工業薬品など多面的に
事業を展開しました。

田岡化学工業の沿革
1919年、当社の前身である田岡商店は、大阪市東淀川区三国町において創業し、染料販売をスタートしました。1919年、当社の前身である田岡商店は、大阪市東淀川区三国町において創業し、染料販売をスタートしました。1919年、当社の前身である田岡商店は、大阪市東淀川区三国町において創業し、染料販売をスタートしました。1919年、当社の前身である田岡商店は、大阪市東淀川区三国町において創業し、染料販売をスタートしました。
その後、激動の社会・経済の潮流の中においても、長年培ってきた製造技術・有機合成技術をもとに、
その時代時代のニーズに応える様々な化学製品を社会に供給することで、
快適で豊かな生活の実現と社会の持続的な発展に貢献してきました。

カップリング工場（昭和23年）

合成石炭酸工場（昭和32年）

合成樹脂工場
（ゴム薬縮合釜） シアノボンド®

ローダミン
製造設備
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ワニス工場（播磨工場）

液晶性ポリマーを製造するEK工場（播磨工場）

1980年代～ 2000年代～ 現代
企業基盤の整備・強化、
海外展開
1989年には農薬メーカー向けのチ年には農薬メーカー向けのチ

オカーバメート系除草剤生産を受託し、オカーバメート系除草剤生産を受託し、
農薬・農薬中間体の受託事業をスター農薬・農薬中間体の受託事業をスター
トしました。ローダミン染料事業は、トしました。ローダミン染料事業は、
コスト競争力の低下、設備の老朽化コスト競争力の低下、設備の老朽化
などもあり、海外生産への移管を検などもあり、海外生産への移管を検
討し、中国・天津に田岡化学（天津）
有限公司を設立しました。当社として有限公司を設立しました。当社として
は、初めての海外生産拠点であり、は、初めての海外生産拠点であり、
海外展開への第一歩を踏み出しました。海外展開への第一歩を踏み出しました。
他方、1995年には、品質保証シ年には、品質保証シ

ステム「ISO9002」の認証を取得し、」の認証を取得し、
その後、規格変更に対応し「その後、規格変更に対応し「ISO 
9001」、環境マネジメントシステム」、環境マネジメントシステム
「ISO14001」の認証を取得するなど、」の認証を取得するなど、
国際基準・規格に順応し、化学企業と国際基準・規格に順応し、化学企業と
して遵守すべき各種法令等の規制にして遵守すべき各種法令等の規制に
対応できる体制を整えるなど、当社対応できる体制を整えるなど、当社
の発展の礎を築きました。

三建化工との合併

20002000年、当社は同じ住友化学工年、当社は同じ住友化学工
業の関係会社である三建化工株式会
社と合併しました。三建化工は、可
塑剤、特殊樹脂、ワニスなど多様な
事業を展開し、当社と競合する事業
が少なく、相互補完しあうことで事業
領域拡大と事業内容の充実が期待で
きることから合併へと踏み切りました。

サステナブルな社会を
目指して
現在、当社は最新の有機合成技術現在、当社は最新の有機合成技術

と長年にわたって培ってきた製造技術
をもとに、医薬中間体、高機能性樹
脂モノマー、電子材料、ゴム添加剤、
高機能接着剤、ワニス、可塑剤など
幅広い化学製品を供給しております。
また、脱炭素化社会に貢献する生
分解性製品や、ケミカルリサイクル技
術の開発にも注力しており、当社の
創出する化学製品が人々の暮らしと
地球環境を豊かに調和させ、サステ
ナブルな社会の実現に貢献することを
目指しております。

1919年～ 1950年代～ 1960年代～

田岡化学工業の沿革

製造設備（田岡（天津）有機化学有限公司）製造設備（田岡（天津）有機化学有限公司）

電子材料用樹脂製造設備（C‒2工場）
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価値創造フロー図

INPUT 事業活動

環境や安全に配慮した化学品の
製造とノウハウの提供

最新の
有機合成技術と
長年の経験に基づく
製造技術

中長期的な事業目標
売上高　500億円

ROIC　10％以上の継続達成

2022～2024年度
中期経営計画

●前中期経営計画に引き続き事業規模
の拡大継続により、企業価値の向上を
追求
●中期的な事業目標の達成に向け、既
存事業の収益拡大の取り組みに加え、
新しい事業創出と既存事業の新しい
展開を図る

研究開発 受託合成 生 産

住友化学グループ
としての
シナジー

品質改良や
製法改良等、

市場ニーズに応える
研究開発

本中期経営計画は、2021～2022年当時の経済情勢・事業環境をもとに
策定しております。

社会課題の解決
●環境問題
●食糧問題
●資源・エネルギー問題

Quality of Lifeの向上
●豊かでやさしい社会の実現
●心地よい暮らし
●健康増進

暮らし

化 学 環 境
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価値創造フロー図

INPUT 事業活動

環境や安全に配慮した化学品の
製造とノウハウの提供

最新の
有機合成技術と
長年の経験に基づく
製造技術

OUTPUT OUTCOME

中長期的な事業目標
売上高　500億円

ROIC　10％以上の継続達成

2022～2024年度
中期経営計画

●前中期経営計画に引き続き事業規模
の拡大継続により、企業価値の向上を
追求
●中期的な事業目標の達成に向け、既
存事業の収益拡大の取り組みに加え、
新しい事業創出と既存事業の新しい
展開を図る

研究開発 受託合成 生 産

住友化学グループ
としての
シナジー

品質改良や
製法改良等、

市場ニーズに応える
研究開発

田岡化学は、化学技術を基盤として時代が求める新たな価値を創造し、
最適を追求した化学製品を社会に供給することで、
快適で豊かな暮らしの実現と社会の持続的な発展に貢献します。

中期経営計画
2024年度（最終年度）目標
連結売上高　373億円
営業利益　33億円
営業利益率　9％
ROIC　10％

（年度）

売上高（億円）

50

0

100
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350
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500
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200

2023 中長期
目標

2024
目標

20222020 2021

本中期経営計画は、2021～2022年当時の経済情勢・事業環境をもとに
策定しております。

社会課題の解決
●環境問題
●食糧問題
●資源・エネルギー問題

Quality of Lifeの向上
●豊かでやさしい社会の実現
●心地よい暮らし
●健康増進

暮らし

化 学 環 境

医薬中間体

電子材料

農薬中間体

精密化学品

機能材
ゴム薬品

接着剤

樹脂添加剤

紙用加工樹脂

ワニス

可塑剤

樹脂原料
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環境や安全に配慮した化学品の製造とノウ
ハウの提

供環境や安全に配慮した化学品の製造とノウ
ハウの提

供
ハウの提

供

精密化学品
樹脂原料、農薬中間体
電子材料、医薬中間体

機能材
ゴム薬品、接着剤

田岡化学は、経営理念に基づき、事業を通じて
快適で豊かな暮らしの実現と社会の持続的な発展に貢献することにより、
国連の「持続可能な開発目標（SDGs）」に貢献します。

農業分野

生 産

モビリティ分野

生活資材分野

医薬品分野

田岡化学工業の
事業モデルとSDGs

人々の暮らしや
産業への貢献

レスポンシブル・
ケア活動
レスポンシブル・
ケア活動

合成ルート開拓
商業生産に向けた
スケールアップの検討

ラボ検討実験
知見・技術にもとづく実験に
               よる品質担保

ラボ検討実験
知見・技術にもとづく実験に
               よる品質担保

医薬品
メーカー

自動車関連
メーカー

電子部材
メーカー

各種
製造業

樹脂添加剤
ワニス、可塑剤、紙用加工樹脂

受託合成

夏休みおもしろ工作教室

ISO14001自覚教育（DVD視聴） 田岡化学分析センターによる各種環境分析

研究開発
・精密化学品
・機能材
・分析、工業化
 （生産プロセス開発）

温室効果ガスの削減

環境分析
　　 「田岡化学分析センター」
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ワ    ニス

ゴム用添加剤

電子材料

可塑剤

紙加    工用
樹    脂

ワニス 電気機器等の巻線に塗布することで絶縁性を持たせ、耐発熱性などを付与します。
当社のワニスはお客様の要求特性に応じて調整したものを送り出しています。

プロフェッショナルの現場で、さまざまな素材に対応し、どんな困難な条件下でも高強度、
高耐久性等の高い信頼性の接着力を提供します。 
人々の暮らしを守るのに欠かせない医薬品の原料、農薬中間体を、徹底した品質管理体制の
下に製造しています。   

スマートフォンのカメラは年々高性能化が進んでいます。「TBIS®」シリーズは高屈折率、
低複屈折に優れた特徴を示し、レンズの高機能化を支えております。高機能樹脂原料

接着剤

医農薬中間体



恐
竜
図
鑑

仏
像
図
鑑

乗
り
物
図
鑑

海
獣
図
鑑

山
の
図
鑑

海
の
図
鑑

星
座
図
鑑

動
物
図
鑑

草
花
図
鑑

昆
虫
図
鑑

魚
類
図
鑑

星
座
図
鑑

動
物
図
鑑

12TAOKA CHEMICAL INTEGRATED REPORT 2024

ワ    ニス

高機能樹脂原料

接着剤

医農薬中間体

紙加    工用
樹    脂

当社の水溶性樹脂「スミレーズ」は、紙が本来は持たない耐水性や印刷適性等の特性を+αし、
ポスターやティッシュ、段ボール等様々な紙製品に使用されています。

電子材料は、フォトレジスト用材料や液晶ポリマーとして様々な電子部品に使用されています。
ソフトウェア技術の向上で、ナノレベルの高度な管理を行い、高品質な製品を提供しています。 
樹脂に柔軟性を与えたり、加工をし易くするために添加する物質で、食品包装用フィルム、
玩具等様々な用途に使われています。FDA(※)に認可されており、安全性に優れております。        に認可されており、安全性に優れております。        

高強度・高弾力化、接着・粘着性付与など、タイヤをはじめとするさまざまなゴム製品の最適な
性能を引き出します。

紙加工用樹脂

ゴム用添加剤

電子材料

可塑剤



2022-2024年度　中期経営計画
当社は、2022～2024年度にかけて3か年の中期経営計画に取り組んでいます。

新規事業探索機能の強化

既存事業

新規事業

樹脂原料、ワニス等
注力事業

戦 略

戦 略

医薬・農薬中間体、電子材料等
受託事業

ゴム薬品、接着剤、加工樹脂、可塑剤等
育成事業

21 年度

21年度 22年度
100 0

10

20

30

40

50

200

300

400

500

600

（億円） （億円）

営業利益（実績・見込）

23年度 24年度（見込）
中長期目標

前中期 現中期
次期中期 中長期目標

22年度 23年度 24年度（見込）

売上高（中期計画目標）

売上高（実績・見込）

営業利益（実績・見込）

営業利益（中期計画目標）

305

324

27

373

301

4

373

285

11

373

300

15

検討中

ー

ー

500

500

45

30 33 33 33 検討中 45

今後の
課題・
取り組み

現在手掛ける新規開発品の早期立上げ

進 捗

今後の課題・
取り組み

事業戦略

経営基盤強化

業績改善の諸施策に継続的に取り組み、中長期目標の早期達成を目指します。

業績推移（計画/実績・見込対比）

業績推移（計画/実績・見込対比）
現中期経営計画の初年度から、事業環境の急激な悪化により当初目標の達成は困難となりましたが、
一方、現中期の間に取り組んできた収益改善の諸施策を継続的に実施し、業績は2022年度を底に再び回復基調にあります。
2024年度も販売価格の適正化や原価低減の取り組みにより、前期を上回る業績を見込んでいます。

売上高（実績・見込）

営業利益（中期計画）

DX
Risk
Management

Human
Capital Sustainability

売上高（中期計画）

30
33 33

45

33

305

373 373

500

373

324

301
285

300

27

4

11

15

500 45

現中期前中期

営
業
利
益

売

上

高
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2022-2024年度　中期経営計画

新規事業探索機能の強化（グラフェンナノリボン等）

既存事業

新規事業

樹脂原料、ワニス等
注力事業

戦 略

戦 略

医薬・農薬中間体、電子材料等
受託事業

ゴム薬品、接着剤、加工樹脂、可塑剤等
育成事業

21 年度

21年度 22年度
100 0

10

20

30

40

50

200

300

400

500

600

（億円） （億円）

営業利益（実績・見込）

23年度 24年度（見込）
中長期目標

前中期 現中期
次期中期 中長期目標

22年度 23年度 24年度（見込）

前中期期間中に行った生産能力増
強成果に基づく拡販や合弁事業本
格化により、事業規模と収益の拡
大及び供給の安定化を実現

当社の強みを生かしたコスト競争
力の強化
新規受託品獲得による収益拡大

新規顧客・新規用途開発
顧客ニーズに対応した改良品の開
発・生産

今後の
課題・
取り組み

播磨新多目的工場及び合弁事業の
本格化。
ワニス事業は、中国における新エ
ネルギー車の本格回復に備える。

更なる生産性向上。
本格生産へ向けた進めと既存専用
工場のマルチ化等の再構築を計画。

開発品の早期上市に向けた検討を
進める。
海外事業比率の拡大に向けた取り
組みの継続。

現在手掛ける新規開発品の早期立上げ（光学樹脂用原料等新規開発品）

名古屋大学とグラフェンナノリボンの製造方法に関する共同研究を継続中。
進 捗 新規特殊樹脂モノマーの開発に優先的に取り組み、パイロット試作を進めている。

グラフェンナノリボンのサンプル提供による市場評価の推進。
今後の課題・
取り組み

新規特殊樹脂モノマーの量産化に向けた生産態勢の整備。

事業戦略
既存事業と新規事業のそれぞれにおいて戦略的に取組んでおり、その進捗や課題は以下のとおりです。

経営基盤強化
DXの推進、リスクマネジメントの強化、人的資本経営の推進、サステナビリティ活動の継続を通じて、当社の経営基盤を強
化し、企業としての持続的な成長を目指します。

業績改善の諸施策に継続的に取り組み、中長期目標の早期達成を目指します。

業績推移（計画/実績・見込対比）

売上高（実績・見込）

営業利益（中期計画）

DX
Risk
Management

Human
Capital Sustainability

・DX優先取り組みテーマを選定
・RPA導入に向けた教育を開始
  etc

・災害リスクに対応したBCP活動
・コンプライアンス活動の推進
・原料調達BCPプランの整備  

etc

・GHG排出量削減
・国内外化学品規制への対応

・エネルギー使用、CO2排出原単位改善
etc

・職階別・テーマ別研修
・ダイバーシティ推進
・ワークライフバランスの充実
・グローバル要員の計画的育成
・ジョブローテーションによる育成
  etc

売上高（中期計画）

30
33 33

45

33

305

373 373

500

373

324

301
285

300

27

4

11

15

500 45

現中期前中期
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中期経営計画の進捗 財務戦略の基本方針

株主還元方針

2024年度の業績見通し

財務経理役員メッセージ

強固な財務基盤を維持しつつ、
事業拡大により企業価値の向上に
取り組みます

取締役副社長
事業支援室長
岩崎　明

-60.0

-40.0

-20.0 -15.8
-7.0

-21.0

-6.8 -2.7
-13.3
-20.8

-43.4

-11.4
-23.9

　現中期経営計画は2022年度から2024年度
の3か年計画として策定しましたが、3か年の１年
目からスマートフォンの販売低迷を原因とした
光学樹脂レンズ用モノマーの在庫調整、ゴム薬
品や可塑剤の需要減少など、非常に厳しい事業
環境となりました。その後も事業環境は当初想
定と乖離しており、残念ながら中期経営計画で
定めた2024年度の業績目標の達成は難しい状
況となっています。ただし既存製品の競争力強
化や新規製品の開発・販売など収益向上に継続
的に取り組んでおり、2022年度を底に、業績は
回復基調となっています。

　当社の持続的な発展、企業価値の向上のため
には、強固な財務基盤を維持しつつ、積極的な投
資により事業拡大に取り組むことが重要だと考
えています。世界的インフレなど経済環境の変
化、感染症の蔓延、自然災害など事業活動にお
ける様々なリスクに対応するためには安定した
財務基盤を確保することが重要です。一方で、将
来の事業化が期待されるナノグラフェンなど新
規製品の開発に加え、サステナビリティ推進を
事業機会と捉え、生分解性可塑剤やバイオマス
可塑剤の開発、レンズ用モノマーのリサイクル
など、サステナビリティ関連投資を積極的に実施
しなければなりません。そのためにも、足下の業
績改善、収益力の向上などROIC10%の早期回
復に向けて取り組んでいきます。

　当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経
営方針として位置づけ、財務体質の強化と今後
の事業展開への対応を図るために必要な内部
留保を確保しつつも、継続的な配当を実施して
いくことを基本方針としています。2024年度は
業績が回復基調にあることから、１株当たりの年
間配当を21円とし、3円増配する予想を2024年
10月29日付で公表しています。

　2024年度の連結業績は、売上高300億円、営
業利益14.5億円、経常利益15億円、親会社株主
に帰属する当期純利益10.5億円を見込んでい
ます。
　当期は、製品の出荷数量の増加に加え、交易
条件の改善や原価低減により、前期を上回る業
績を予想しています。なお、光学樹脂レンズ用モ
ノマーについては、在庫調整が想定以上に長引
きましたが、在庫の消化が進み、事業環境は好転
しつつあります。今後一層の収益力強化に努め、
業績改善に引き続き取り組んでいきます。
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【業績推移】 【配当金と配当性向】

【期末借入金残高と自己資本比率】

【キャッシュフローの状況】

財務経理役員メッセージ
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※2021年10月1日に1株につき5株の割合で株式分割を実施したため、　
　これ以前の1株当たりの配当金は株式分割に換算した数値を記入

ROIC ％

2023
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研究開発基本方針

（１）新規開発、改良研究・技術サービス、合理化研究、工
業化・分析を軸とした収益の拡大と事業機会の創出に
よる新製品売上高70億円/年の維持継続。

（２）カスタマーズイン・プロダクションアウトの徹底による
既存事業の拡大。

（３）NEXT事業開発・ IP戦略部のマーケティング機能によ
る新規事業の創出。

（４）製・販・研の連携強化により競争力のある新製品の早
期開発と現成熟事業の海外展開支援。

（５）戦略的知財活動の重視と調査・探索活動による研究員
の能力向上。

（６）将来を見越した研究資源のフレキシブルな配分。
（７）業務における安全の確保、コンプライアンスの遵守。
（８）デジタル・トランスフォーメーション（DX）の活用による

開発力の推進。

1

5研究開発戦略

当社は、ゴムの粘着付与剤／樹脂架橋剤タッキロールお
よび瞬間接着剤シアノボンドを始めとする独自製品の研究
開発力を有し、ゴム評価技術、接着評価技術などの材料
評価技術とともに、基盤となる有機合成技術／高分子重合
技術と安全かつ確実でスピーディーな工業化技術という総
合的な強みを有しております。また、グラフェンナノリボン
に代表されるナノグラフェン誘導体など先端材料の開発も
手掛けており、既存事業から新規事業まで極めて広範で高
いレベルの研究開発の推進力を有していることが特徴です。
当社は、持続的成長に向けて精密化学品事業部門、機
能材事業部門、樹脂添加剤事業部門のセグメントをバラン
ス良く保ち、成長分野と位置付ける光学分野、情報通信
分野、モビリティー分野、環境分野に重点を置き、中間原
料、すなわち川上、川下ではない川中製品を中心として、
ターゲットを絞った研究開発を進めて参ります。パートナー
となるお客様との連携とともに大学や他社とのオープンイ
ノベーションによる技術開発を積極的に活用し、お客様と
共に市場ニーズにお応えするカスタマーズイン、当社の製
造力を最大限活用したプロダクションアウト志向を徹底し、
既存事業のさらなる発展と新規事業・新規製品の創出を加
速させていきます。

研究開発体制

当社の研究開発は、精密有機合成を基盤とする精密化
学品グループ、機能性樹脂設計や接着制御を基盤とする
機能材グループ、分析評価技術を含む工業化プロセス開
発を基盤とする分析・工業化グループに、先端材料プロ
ジェクトとNEXT事業開発・IP戦略部を加えた５グループで
組織されており、各グループが有機的に一致団結し、営
業本部、生産本部とも密接に連携しながらスピーディーな
事業化に向けて研究開発を推進しています。
また、海外拠点（インドTIPL、シンガポールTSPL、上
海TAMS）との連携をより一層強化し、事業のグローバル
化に対応しています。

知的財産戦略

当社は知的財産を企業競争力の源泉とすべく、研究所
内に知財部門（NEXT事業開発・IP戦略部）を設け、知財
の専門家である弁理士を軸に、戦略的に特許出願・権利化
を図ることで、当社技術を適切に保護し、より競争優位な
状況を創出しております（2024年3月末の特許保有件数：
155件（国内外合計））。併せて、事業の節目ごとに他者
特許調査を実施、パテントクリアランスを確保することによ
り他者との知財係争を未然に防ぎながら事業を成長させて
います。

2

3

4

研究開発研究開発

環境にやさしい
ゴム配合用樹脂の開発

環境にやさしい生分解性可塑剤、
バイオマス可塑剤の開発

SDGsに貢献する
高性能絶縁被膜剤の開発

情報・通信事業の発展に貢献する
光学樹脂用モノマーの開発先端技術グラフェンナノリボンの開発

当社は、高い研究開発力を有し、既存事業の当社は、高い研究開発力を有し、既存事業の
拡大発展とともに新規事業創出に取り組ん拡大発展とともに新規事業創出に取り組ん
でいます。既存事業に関してはカスタマーズでいます。既存事業に関してはカスタマーズ
イン・プロダクションアウトを念頭に随時改イン・プロダクションアウトを念頭に随時改
良を重ね、時勢のニーズに合った製品開発良を重ね、時勢のニーズに合った製品開発
を行っています。新規事業に関しては、研究を行っています。新規事業に関しては、研究
所内のNEXT事業開発・IP戦略部を中心とし所内のNEXT事業開発・IP戦略部を中心とし
たマーケティング活動により、当社の強みをたマーケティング活動により、当社の強みを
生かした新たな事業開発を推進しています。生かした新たな事業開発を推進しています。
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1

当社の技術（研究開発トピックス）52

3

4

環境にやさしい
ゴム配合用樹脂の開発

当社はゴムとスチールコードの接着剤や樹脂架
橋剤、粘着付与剤などのゴム配合用アルキルフェ
ノール系樹脂を製造・販売しています。製品開発
にあたっては、タイヤメーカー等での使用時に蒸
散し作業環境を悪化させるような溶剤やモノマー
の残存を極力削減した製品や、タイヤの省燃費に
役立つ添加剤の開発に取り組んでいます。

環境にやさしい生分解性可塑剤、
バイオマス可塑剤の開発

当社は海洋マイクロプラスチックなどプラスチック
が起因となる社会問題に鑑みて、生分解性プラス
チック向けの生分解性可塑剤の開発に取り組んでい
ます。近年、ポリマーだけではなく、その添加剤も
また生分解性が要求されており、当社は可塑剤メー
カーとしていち早く検討に着手しています。また、従
来から生産しているラップ用等の可塑剤において、
その原料を生物資源に置き換えたバイオマス可塑剤
の開発にも注力しており、カーボンニュートラルへの
取り組みも積極的に行なっています。

SDGsに貢献する
高性能絶縁被膜剤の開発

当社はBEV、HEV、PHEVなどのモーターに
使用される高性能絶縁被膜剤の開発・量産化に取
り組んでいます。これらはBEV、HEV、PHEVな
どの性能向上に繋がる基幹部材に適した材料で
あり、駆動モーター等の小型化・軽量化・高出力
化に寄与することで温暖化効果ガス（GHG）の排
出削減に貢献しています。

情報・通信事業の発展に貢献する
光学樹脂用モノマーの開発

当社はスマートフォンやタブレット等のカメラレ
ンズに使用される光学樹脂用モノマーの製造・販
売をしています。これらはレンズの高屈折率(薄
型化)と低複屈折率(画像鮮明化)に寄与する重
要な材料であり、更なる高性能化を目指して新規
モノマー開発に取り組んでいます。また、生産さ
れた樹脂材料は成形時、端材が発生しますが、
それらを回収し、ケミカルリサイクルを行うなど、
環境に配慮したモノづくりをしながら、最先端の
光学材料の普及を通して人々の豊かな暮らしに貢
献しています。

先端技術グラフェンナノリボンの開発
ナノグラフェンとは、ナノメートルサイズの幅や
長さを有し、炭素原子からなる蜂の巣状の平面物
質の総称であり、その中でもグラフェンナノリボ
ンはグラフェンをナノメートルサイズの幅に切り出
した帯状物質とされ、次世代電子デバイス、量子
コンピューターや光学センサなどへの応用が期待
される材料であります。当社は、当社が保有する
有機合成力、構造解析力および量産化技術を最
大限に生かすことにより、様々な次世代材料への
実装を目指してまいります。
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レスポンシブル・ケア（RC）
Responsible Care 環境保全Responsible Care
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基本的な考え方・推進体制

主な取り組み項目および指標・実績
省エネルギーの取り組み

①エネルギー消費量の削減

②ＣＯ2排出量の削減

■■

■■

基本的な考え方
当社は、化学物質の開発から製造、流通、使用、最終
消費を経て廃棄に至る全サイクルにわたって環境・安全面
の対策を実行し、改善を図る“レスポンシブル・ケア（RC）”
　活動を経営の重要な課題の1つとして推進しています。

活動体制
RC活動は、RC規程の下、RC委員会（委員長：社長）

を設置し、中長期的視野から取り組みを推進しています。
RCに関しては、環境保全、化学品安全、労働安全衛生、
物流安全、保安防災の５つの項目を軸に活動を行ってい
ます。

RC世界憲章RC世界憲章

RC 委員会  
委員長 : 社長

環境
委員会

安全衛生
委員会

SBT推進
委員会

品質
委員会

田岡化学のレスポンシブル・ケア活動体制

関連するSDGs

環境負荷の全体像 2023年度
当社の環境保全活動は、まず環境負荷の全体像を把握することから始まります。

エネルギー

9,467kℓ
電力 3,380kℓ
ガス他 6,087kℓ
 （原油換算）

製 品

33,562t

大気排出量

CO2 15,117t
（購入電力分含む）
NOx 3.725t
SOx 0.00t
ばい塵 0.00t
PRTR物質 5.436t

水域排出量
COD 79.645t
全窒素 2.928t
全燐 2.171t
PRTR物質 0.0t

廃棄物排出量

13,430t

水

771,646t

原材料

37,063t

排水処理

排ガス処理

田岡化学の
事業活動

INPUT OUTPUT

（※）COD 79.645t（※）COD 79.645t



レスポンシブル・ケア（RC）
Responsible Care 環境保全Responsible Care

20TAOKA CHEMICAL INTEGRATED REPORT 2024

関連するSDGs関連するSDGs関連するSDGs

基本的な考え方・推進体制
当社は、環境保全活動を推進するにあたり、環境マネ

ジメントシステムの国際規格であるISO14001の認証を
取得し、運営しています。このISO14001は、当社が設
定した環境に関する方針や目的に整合して、自社の事業
活動やその結果生まれる製品・サービスが環境に及ぼす影
響を管理することによって、健全な環境パフォーマンスを
達成し、それを外部（ISO14001の認証機関であるJQA
（日本品質保証機構））からの認証を得ることで、確実に
継続・改善する仕組みを構築しています。

主な取り組み項目および指標・実績
省エネルギーの取り組み
当社は2022年度から2024年度までの３年間の省エネ

ルギーに関する中期計画を策定・実行しています。
その内容は、前中期(2019～ 2021年度)の設定目標

を継続し、エチレン換算生産量当りの原油換算エネルギー
原単位、ＣＯ2排出量原単位を年１％の割合で削減するもの
で、工場毎に目標値を設定しています。
①エネルギー消費量の削減
省エネルギーと地球温暖化ガスの排出抑制に貢献する

ために、エネルギー消費量の削減について、計画・推進し
ています。
2023年度は、継続して省エネ施策の取組みを実施し

た結果、全体のエネルギー消費量は約9,100kLとなり、
前年から10%程度の削減となりました。
また、エネルギー原単位についても改善し、削減目標
を達成しております。
②ＣＯ2排出量の削減
2023年度は、電力供給者である関西電力の非化石エ

ネルギー構成比の影響に加え、当社でもプロセス合理化、
省エネ設備の継続的な導入等、様々な取り組みを実施し、
全体のCO2排出量は約15,100tとなり、前年比12％程
度の削減となりました。
CO2排出量原単位についても改善し、継続して削減目

標を達成しております。

（t-CO₂/ｔ）

CO₂排出量原単位の推移

（年度）
20182017 20232019 2020 2021 2022

0

1.6
1.5

1.7
1.8
1.9
2.0
2.1
2.2

1.5531.5531.5531.5531.5531.5531.5531.5531.5531.5531.5531.5531.5531.553

（原油kℓ/ｔ）

エネルギー原単位の推移

（年度）
20182017 202320222019 2020 2021

1.6861.6861.6861.686

1.0101.0101.0101.0101.0101.0101.010

0

0.80

0.90

1.00

1.10

0.8910.8910.8910.8910.8910.891

1.0511.0511.0511.0511.0511.0511.0511.0511.0511.0511.051

1.0591.0591.0591.0591.0591.0591.0671.0671.0671.0671.0671.0671.067
1.0241.0241.0241.0241.0241.024

田岡化学工業株式会社
■■2004年4月  ISO 14001認証登録
　［審査機関］JQA（㈶日本品質保証機構）
■■2024年11月  ISO 14001更新審査完了
　［審査機関］JQA
対象範囲はJQA（財）のホームページをご参照ください。

ISO 14001自覚教育（DVD視聴）ISOISO 14001 認証登録証 14001 認証登録証

基本的な考え方

活動体制

環境負荷の全体像 2023年度

エネルギー 製 品

大気排出量

水域排出量

廃棄物排出量

水

原材料
排水処理

排ガス処理

田岡化学の
事業活動

INPUT OUTPUT 1.0121.0121.0121.0121.012

1.9981.9981.9981.9981.9981.9981.9981.9981.9981.998

2.1482.1482.1482.1482.1482.1482.1482.148

1.7691.7691.7691.7691.7691.7691.7691.7691.7691.769
1.6551.6551.6551.6551.6551.6551.6551.6551.6551.655

1.7911.7911.7911.7911.7911.7911.7911.7911.7911.7911.7911.7911.791



環境保全Responsible Care

SBT③コージェネレーションシステム（CGS）の取り組み
ＣＧＳについては買電と都市ガスの購入費用及びメンテ
ナンスコストを考慮したベストミックスの検討を実施して、
淀川工場は年間運転時間を4,000時間、播磨工場は年
間運転時間を7,000 時間としました。

また、省エネ法的報告の数値を基に、2015年度から
2015年度実績値から評価が開始された省エネ法事業者
クラス分け制度において、24年度は僅かに基準に届かず、
Aクラス評価になってしまいました。
今後も、継続的にエネルギー原単位の削減を図り、目
標達成とともに、Sクラス評価への復帰を目指すべく、省
エネルギーの取り組みを進めてまいります。

2023年度も引き続き、製造部門の合理化（用役原単位改善）、間接部門の日常的な無駄なエネルギー
使用の削減、全従業員に対する省エネルギーに関する社員への動機づけとなる夏季と冬季の節電取り組み
（省エネ専門部会員によるパトロール、エネルギー管理統括によるパトロール）や省エネアイデアコンテスト、
省エネニュースの発行による広報活動等を継続して実施しました。例えば、播磨工場では電気を動力源と
する窒素発生装置を停止させ、液体窒素の活用に切り替えたり、淀川工場では、窒素発生装置を高効率
型に更新するとともに、使用量に見合った台数制御を実施することにより、大幅な電力使用量の削減を達
成しました。

2023年度の主な取り組みT O P I C S

2023年度
実 績

中期
目標値 対目標比

各拠点の省エネルギーの取り組み

淀川工場

工 場

1.251

2.096

1.038

1.879

1.205

1.116

播磨工場
（播磨地区）

播磨工場
（愛媛地区）

東京支店

全 社

エネルギー原単位（KL/T）

CO₂排出量（原単位CO₂-T/T）

エネルギー原単位（KL/T）

CO₂排出量（原単位CO₂-T/T）

エネルギー原単位（KL/T）

CO₂排出量（原単位CO₂-T/T）

エネルギー原単位（KL/T）

CO₂排出量（原単位CO₂-T/T）

エネルギー原単位（KL/T）

CO₂排出量（原単位CO₂-T/T）

0.914

1.610

0.818

1.029

0.003

0.006

1.010

1.686

1.133

1.918

0.791

2.416

0.003

0.005

1.063

2.022

0.807

0.839

1.035

0.426

1.000

1.180

大阪本社
エネルギー原単位（KL/T）

CO₂排出量（原単位CO₂-T/T）

0.002

0.003

0.003

0.003

0.800

1.033

0.980

0.859

関連するSDGs

播磨工場　液体窒素受け入れ設備 淀川工場　高効率窒素発生装置
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環境保全Responsible Care

SBT
SBT（Science Based Targets）とは、産業革命前からの地球の平均気温上昇を2℃未満にするという2015年に採択

された「パリ協定」の2℃目標を実現するために、企業が気候科学に基づき設定した高水準な温室効果ガス排出削減目
標です。

SBT推進体制
当社は、2019年に、2030年の目標設定および目標遂行のため、技術担当役員を長として、SBT推進委員会を発

足しました。2017年度のCO₂発生量を基準に、2030年に15％削減することを目標に掲げ、全部門が一丸となって取
り組みを進めております。

SBTに対する取り組み状況
当社は、目標達成のために、これまで①ボイラー等エ

ネルギー消費の大きい設備の更新、②エネルギー効率の
低い製品の製法・設備の改善、③太陽光発電の導入等に
取り組んでまいりました。そうした取り組みに加え、
2023年度は生産量の減少もあり大幅に減少しました。
今後も、①変電設備、ポンプおよび熱交換器等エネルギ
ー消費の大きい設備の計画的更新、②LED、エアコン等
のエネルギー高効率機器への変換、エネルギー源の見
直し等に取り組むことを計画しています。

委員長 : 技術担当役員

事務局:レスポンシブル・ケア室

副委員長 :生産担当役員

研究所 技術本部 生産本部 工務部 事業支援室

SBT推進体制

関連するSDGs関連するSDGs

排出量（万T/Y）

GHG排出量（Scope１＋２）

（年度）2017 20222019 2020 20302021
0

1.8

1.9

2.0

2.1

2.3

2.2

1.801.801.801.801.80

2.262.262.262.262.262.26
（基準）（基準）（基準）（基準）（基準）

1.961.961.961.961.961.961.96
2.032.032.032.032.03

2023

1.751.751.751.751.751.751.75

③コージェネレーションシステム（CGS）の取り組み

T O P I C S
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環境保全Responsible Care

大気汚染物質排出量

化学物質排出量

水質汚濁物質排出量
水質汚濁の原因となる排水中のCOD（化学的酸素要

求量）、窒素および燐の排出濃度は、各工場とも規制
値（下表）を充分下回っております。今後とも、節水に
よる排水量の削減と排水処理技術の向上によって、
排出負荷削減に努めます。

排水処理設備フロー図排水処理設備フロー図

関連するSDGs

排出量（T/Y）

COD排出量の推移

（年度）2022 20232019 2020 2021
0

30

60

90

120

150
123.7123.7123.7123.7123.7123.7123.7

91.991.991.991.991.991.9
81.881.881.881.881.881.881.881.881.881.8 79.679.679.679.679.679.679.6

108.7108.7108.7108.7108.7108.7108.7108.7108.7

排出量（T/Y）

窒素排出量の推移

（年度）2019 20232020 2021 2022
0

5

10

15

20

10.410.410.410.410.4

2.92.92.92.93.03.03.03.03.0

8.68.68.68.68.68.68.68.68.6

排出量（T/Y）

燐排出量の推移

（年度）2019 20232020 2021 2022
0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

0.70.70.70.70.7
0.50.50.50.50.50.60.60.60.6

1.01.01.01.01.0

2.12.12.12.116.616.616.616.616.616.616.6

●②原水貯留槽②原水貯留槽●②原水貯留槽●●②原水貯留槽●工場排水＋生活排水 ③流動床（生物処理）●①調整●①調整●

●①凝集●①凝集●

●②脱水●②脱水●

●③乾燥●③乾燥●

貯留槽

●④排出④排出●④排出●

（t/年）
総排水量

総排水量に対する規制値
COD
窒素
燐

淀川工場
267,820t

696.3t

播磨工場
503,826t

20.2t
30.2t
4.0t

TAOKA CHEMICAL INTEGRATED REPORT 202423



環境保全Responsible Care

大気汚染物質排出量
大気汚染物質は法令に基づく排出濃度規制値（※）を

充分下回っております。今後も良質燃料の効率的な使用
と適切な設備管理により、排出量削減に努めます。

化学物質排出量
PRTR（Pollutant Release and Transfer Register）は、

環境に有害な恐れのある化学物質の大気や水質、土壌な
どの環境への排出量と、廃棄物等として事業所の外へ移
動する量を行政に届出を行い、公表する制度です。
1999年にPRTR法「特定化学物質の環境への排出量

の把握等および管理の改善の促進に関する法律」が制定
されました。
　当社では、対象物質の年間使用量・排出量等を調査

し、行政および日本化学工業協会へ報告しています。

高効率設備に更新された淀川工場の蒸気ボイラー。
（※）設備ごとに排出濃度規制値が定められておりますが、いずれも規制値を充分に下

回っております。

コージェネレーションシステム。大気汚染物質の排出も適切に管理しています。

淀川工場の脱臭炉。PRTRの大気への排出量の抑制に寄与しています。

排出量（T/Y）
化学物質排出量の推移

（年度）2019 20232020 2021 2022
0

2

4

6

8 7.797.797.797.797.797.797.797.797.79
6.766.766.766.766.765.985.985.985.985.98 5.995.995.995.995.99 5.435.435.435.435.435.435.43

大 気排出量 水 域 土 壌水 域 土 壌水 域 土 壌 排出量
合計物質名

n-ヘキサン

トルエン

キシレン

テトラヒドロフラン

イソデカノール

n-オクタノール

デシルアルコール

無水酢酸

2-エトキシエタノール（エチセロ）

臭素

クロロベンゼン

エピクロルヒドリン

その他

 合　計

3,370
770
334
212
173
162
153
75
54
50
34
28
21

5,436

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

3,370
770
334
212
173
162
153
75
54
50
34
28
21

5,436

主なPRTR法指定化学物質の状況（kg/Y、2023年度）

排出量（T/Y）
NOx/SOx排出量の推移

（年度）2019 20232020 2021 2022
0

8

5.295.295.295.295.295.295.29
3.723.723.723.723.723.723.723.72

7.027.027.027.027.027.02

0.00.00.00.00.00.00.00.00.0 0.00.00.00.00.0 0.00.00.00.00.0 0.00.00.00.00.0

6.856.856.856.856.856.857.297.297.297.297.297.297.297.297.297.297.29

2

4

6

排出量（T/Y）
ばい塵排出量の推移

（年度）2019 20232020 2021 2022
0

0.25

0.20

0.000.000.000.000.000.000.000.000.000.00 0.000.000.000.000.00

0.140.140.140.140.140.140.14
0.110.110.110.110.11

0.05

0.10

0.15

水質汚濁物質排出量

関連するSDGs関連するSDGs

●●

●

●

●

●
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環境保全Responsible Care
関連するSDGs

環境規制値の監視・遵守状況 

大

気

水

質

そ
の
他

環境会計
環境保全に関わるコスト等を定量的に把握して、環境保全活動を効率的に進めています。
集計方法は、環境省の「環境会計ガイドライン・2005年版」を参考に、当社の集計基準に基づき実施しました。
当社は、経営理念において、「最適を追求した製品を社会に供給することで、快適で豊かな暮らしの実現と社会の持続的

な発展に貢献する」ことを掲げております。社会の持続的な発展に貢献するため、安全と周辺環境対策にも必要十分な投
資を行い、最適な生産方式、最適な品質、最適な機能・性能、最適な価格・サービスを提供してまいります。

環境会計の内容
●環境対策コスト　●地球環境保全コスト
●公害防止（大気汚染、水質汚濁防止等）
●温暖化防止（CO₂、オゾン層破壊削減対策）

事 業
エリア内

●一般環境管理費用
●環境マネジメントシステム取得、維持費用
●社員への環境教育コスト

管理活動

●公害防止、省エネ、省資源対策関連の研究開発研究開発

●地域住民、関連団体等の支援・協力に関する費用社会活動

●環境破壊修復に要するコスト環境損傷

（百万円）

環境保全コスト

（年度）2019 20232020 2021 2022
0

200

400

600

800

1,000 906906906906935935935935
809809809809 756756756756756756756756 740740740740740740

廃棄物の削減
　当社は、プロセスの設計段階から実生産に至るまで、常に廃棄物の最少化をテーマに置いており、その基本としているのは
3R（Reduce ：廃棄物の発生抑制、 Reuse：再使用、Recycle：再生利用）です。当社は、リサイクル業者、優良産廃処理業者と
連携して、最終埋立量の削減に取り組んでおります。
　2023年度は生産品目の構成差により、全体では製品生産量が減少する一方で廃棄物発生量の多い製品の生産が増加し
たことで、廃棄物発生量は前年度に比べ425t増加しました。
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環境保全Responsible Care

環境規制値の監視・遵守状況 
環境に関する法令等規制は下記のとおりです。すべての測定結果で法規制値以下でした。

分類 工場法令 測定項目 測定頻度 対象施設等

1回/6ヶ月

3回/年

1回/日

1回/週

1回/月

1回/日～1回/週

1回/週

1回/週

1回/週

1回/年

1回/年（自主）

1回/3ヶ月

随時（自主）

1回/年（自主）

1回/3ヶ月

SOx、NOx、ばい塵

SOx、NOx、ばい塵

COD、BOD、ヨウ素消費量、着色度
フェノール類、排水量
鉄、ジクロロメタン､ジクロロエタン､銅、全クロム、
トリクロロエタン、四塩化炭素、鉛、浮遊物質量、pH等

トルエン、キシレン、1.4-ジオキサン

COD、BOD、浮遊物質量、燐、窒素
n-へキサン抽出物質、pH、排水量
COD、BOD、浮遊物質量、
n-へキサン抽出物質、排水量
COD、BOD、浮遊物質量、燐、窒素
n-へキサン抽出物質
COD、BOD、浮遊物質量、
n-へキサン抽出物質、pH、排水量

鉄、ベンゼン、ジクロロメタン等

騒音

振動

臭気

淀川

播磨

淀川

播磨

播磨

播磨

播磨

播磨

淀川

播磨

淀川
播磨

淀川

播磨

大気汚染防止法・
環境保全協定

下水道法

水質汚濁防止法

瀬戸内海環境保全
特別措置法

兵庫県条例

環境保全協定

騒音規制法

騒音規制法、
環境保全協定

振動規制法

悪臭防止法

悪臭防止法
環境保全協定

ボイラー等  6基

ボイラー等  8基

工場排水

敷地境界

大

気

水

質

そ
の
他

環境会計

● ●
●
●

●
●
●

●

●

●

関連するSDGs関連するSDGs

廃棄物の削減
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化学品安全Responsible Care 労働安全衛生・物流安全Responsible Care

化学品の安全 
当社は、当社の掲げる「経営理念」「経営基本方針」のもと、当社製品に関わる全ての方々を対象として、安全確保と
健康障害を未然に防止する活動に取り組んでおります。また、住友化学グループ会社と連携し、最新の情報を共有するこ
とにより、適切な活動を展開しております。

（1）国内化学品規制に対する取り組み
新たに製品を国内で上市する場合、「化学物質の審査
及び製造等の規制に関する法律」（化審法）・「労働安全
衛生法」（安衛法）の新規化学物質の届出、製造 (輸入)
実績数量の報告など、多岐にわたる法令を遵守し、漏れ
なく対応しています。
なお、「化審法」、「安衛法」、および「麻薬及び向精神
薬取締法」等の化学品管理に関する法律に対しては、最
新の規制動向を把握し、適切な対応を継続してまいりま
す。特に、麻薬及び向精神薬取締法に関しては、指定
物質等、対象物質が公表された場合、社内イントラネッ
トにて情報共有するなど、迅速な対応を実施しております。

（2）海外化学品管理規制に対する取り組み
　　（トルコREACH （KKDIK））
海外各国における化学品管理規制は日々変化しており

ますが、最新情報の把握に努め、社内外の関係部門へ
の情報発信及び行政当局への適切な届出業務を実施し
ております
2017年6月23日、トルコ環境都市計画省より
EUREACHに相当するKKDIKが公布されました。同規
則はEU REACHに準じて、トルコ語で「化学物質の登
録および評価、許可、制限に関する規則」を意味する
「Kimyasalların Kaydı, DeKimyasalların Kaydı, DeKimyasalların Kaydı, Değerlendirilmesi, İzni ve
KısıtlanmasıKısıtlanması」の最初の文字を取り、「KKDIK」と命名

され、20172017年12月23日に施行されました。当社では
同国向けの輸出も活発に行っており、予備登録に適切に同国向けの輸出も活発に行っており、予備登録に適切に
対応した上、本登録期限に向けた取り組みを進めており対応した上、本登録期限に向けた取り組みを進めており
ます。

関連するSDGs

（3）その他の国や地域における
　　化学物質法規制に対する取り組み
新規化学物質登録制度導入の動きがある各国に対して、
必要情報の収集と、登録が必要な物質の対応を進めて
いきます。また、アジア各国については、特に中国、韓国、
台湾及びベトナム等、化学品管理法規制の改正が進ん
でいる国に対し、当社製品の輸出ニーズを把握し、輸出
業者や外部セミナーを通じて得られた最新情報を基に、
社内関係部署に対して情報展開し、必要な管理と対応を
行っています。

（4）製品安全・品質保証の取り組み
製品のライフサイクルにおける安全性と品質の維持向
上に努めています。お客様が満足し、かつ安心して使用
していただける信頼性の高い品質とサービスを提供する
とともに、製品を安全に取り扱っていただくため、すべて
の製品について、国内法規制の遵守とJISに基づくGHS
分類によるSDS・ラベルを作成し、お客様に信頼性のあ
る危険・有害性情報を提供しております。また、製品輸送
時の安全を確保するため、取り扱い上注意が必要な製品
につきましては、輸送時携帯するイエローカードを輸送業
者に提供しています。海外向け製品についても、各国規
制に対応したSDS・ラベルの提供を推進しています。

基本的な考え方・推進体制

主な取り組み
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化学品安全Responsible Care 労働安全衛生・物流安全Responsible Care

化学品の安全 基本的な考え方・推進体制
当社は、安全は企業活動の根幹をなすものと考えており、

「安全をすべてに優先させる」ことを掲げる経営方針の基
に関係会社も含めてグループ全体で災害の撲滅に努めて
おります。

安全管理体制
当社は、生産本部担当役員統括の下、各工場の安全

衛生組織をおいて、安全・衛生活動に取り組んでおります。
各工場で共有すべき事項については、迅速に水平展開を
図るなど工場間で連携した取り組みを推進しております。

主な取り組み
（1）労働災害防止活動
当社は、ＯＳＨＭＳ（労働安全衛生マネジメントシステム）を

用いて安全衛生活動を展開しています。
特にリスクアセスメント（化学物質を含む）活動、危険予
知活動、ヒヤリハット活動に注力しており、安全診断※１、
安全表彰制度、新ＩＴ活動※２を通して労働災害防止の取り
組みを推進しています。また、２０１５年より転倒防止対策
を継続して実施するとともに、住友化学グループの安全
基本ルール（グラウンドルール）※３の徹底を図っています。

（2）安全成績
2023年度は作業中に階段での転倒災害が発生しまし

た。原因調査と対策を実施するとともに、対策実施後に
有効性を確認し、水平展開することで類似事故の防止に
努めています。
※１ 安全診断：総括安全衛生管理者をトップとして各工場の各部門にて1回/
年（計16回）、実施メンバーは環境保安部を事務局として、工場長、労
働組合代表、工務部、他部署の安全管理者安全推進委員で、リスクアセ
スメント、ヒヤリハット、水平展開の状況、各部門が抱えている安全に関
する問題を議論し、ハード対策、ソフト対策について診断します。

※２ 新IT活動：各部門にて小集団を結成し、３S活動、表示（見える化）の推進、
改善提案を実施いたします。

※３ 住友化学グループ安全基本ルール（グラウンドルール）：
　　①作業前に一呼吸置く
　　②不安全行動に対して相互注意する
　　③機器可動部には手を出さない

総括安全衛生管理者 淀川工場　安全衛生管理組織

播磨工場　安全衛生管理組織

件数
労働災害件数の推移

（年度）2019 20222020 2021 2022
0

4

3

2

1 111111 11

不休業災害休業災害

関連するSDGs関連するSDGs関連するSDGs

転倒防止対策を目的に整備された構内道路と側溝
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保安防災Responsible Care
人的資本への投資
Human Resource

安全性評価ステップ
当社は、火災、爆発、有害物質の漏洩等の保安事故の未然防止を図るとともに、自然災害発生時の被害を最小に抑え

従業員と地域社会の安全を守るために、研究開発から工業化の各ステップにおいて、より安全な製造設備・プロセスとなる
ように安全性評価・検討会を実施し、必要な対策を取っております。

関連するSDGs

保安防災教育・訓練
当社は、事故・災害が発生した場合を想定し、救命救急講演会や防災訓練を毎年実施しています。事故・災害発生を想

定した模擬訓練においては、問題点を抽出・改善策を検討することでPDCAサイクルを回しております。また、高所作業に
おける事故を未然に防ぐため、淀川・播磨各工場において安全帯特別教育を毎年実施しています。

淀川工場での模擬訓練 播磨工場での模擬訓練
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保安防災Responsible Care
人的資本への投資
Human Resource

安全性評価ステップ

保安防災教育・訓練
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人的資本への投資（人材戦略）
　企業の競争力と持続的な成長の源泉は「人材」です。当社では多様な人材を確保し、一人ひとりが働きがいを感じながら勤
務できる制度や環境を整え、持てる能力・資質を最大限に引き出して育成していくことを最重要の事業戦略のひとつと位置付
けています。
　この基本戦略のもと、当社においては働きがいにつながる人事制度の策定、個と組織が『共創』し企業価値を高めていくこ
とを目標とした研修・育成施策の充実、そしてダイバーシティの推進を通じて、多様なバックグラウンドを持つ従業員が互いに
尊重しあいながら、個性と能力を発揮できるレジリエントな組織風土づくりを推進しています。

人事制度
　会社の成長のためには「世の中が求める新しい価値を創造し続けること」が重要です。そして、それを実現するのは、社員
一人ひとりの「世の中に新しい価値を届けていく」という強い意志と、それに基づく行動だと考えられます。当社は「自立・自
律」した多様な「個」が主体的に活躍し、事業環境の変化に対応するための人事制度を導入しています。

　そのポイントは、

1従業員一人ひとりの業務成果や能力をより適正に反映させること。

2部門目標の確実な展開を図るため、目標管理制度の一層充実を図ること。

3より公平性、納得性のあるものであること。

　であり、こうした人事制度のもと自らの役割を認識するなかで個々人が成果をあげていくことによって、所属する部門の目標
の達成や会社業績の向上につなげていくことはもちろん、自分自身の成果と働きがい、やりがいの実現につなげていきます。

能力開発
OJT,Off-JT
自己啓発

目標・
課題設定

職務に
基づく処遇

職務昇給
業務目標

能力開発目標

昇給・賞与

職 務 制 度

職務の明示
職務任用

賃 金 制 度

賃金、賞与
退職金等

各 人 の 職 務 遂 行 人 事 制 度

担当職務の決定
配置、ローテーション

職務遂行

業務成果

成績評価制度
目標面談
育成面談

人事制度の体系図

関連するSDGs関連するSDGs
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人材育成
当社では、個と組織が『共創』し企業価値を高めていくことを目標とした研修・育成施策の充実により、自身のキャリアを自

ら描き、経験学習サイクルを回していくことができる「自立・自律」した社員を目指すべき姿（ビジョン）として、このような人材を
育成するために、各種育成・支援プログラムを実施するとともに、こうした人材を育む土壌としての組織風土（「学習する組
織」）の醸成も進めています。

そして社員のキャリアデザイン構築を促進するために、OJT（On the Job Training）、OFF-JT及びキャリア開発支援（自
己啓発）の3本柱を基本として、「組織と個の強化を」進めるべく以下の人材育成プログラムを用意しています。

人材育成戦略の概念図人材育成戦略の概念図

人材育成計画の体系図（カッツモデル「改」）

経営幹部

概念を伝える能力
・問題発見、解決
・分析
・戦略立案など

対人能力
・コミュニケーション能力
・プレゼンテーション能力
・ネゴシエーション能力など

専門能力
・業務知識
・技能
・技術など

姿勢面
・モラル、モチベーション
・コンピテンシー
・コンプライアンスなど

コンセプチュアルスキル

管理者 ヒューマンスキル

必要とされるスキルの割合

一般社員 テクニカルスキル

ス タン ス

人的資本への投資Human Resource

❶
❷
❸
❹
❺

❻

❶
❷
❸
❹
❺
❻

❼

❶

❷
❸

〈プログラム〉

〈グローバル事業要員の育成〉

〈グローバル事業要員候補の育成〉
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人材育成

人的資本への投資Human Resource
関連するSDGs関連するSDGs

1. 階層別教育
❶部課長研修
❷管理職層マネジメント研修・評価者研修
❸新任管理者研修
❹中堅社員研修
❺操業監督者トレーナー・中核製造オペレーター・新人製
造オペレーター研修

❻新入社員研修 等

2. テーマ別（選抜）研修
❶専門知識・スキル研修、技術・技能伝承研修
❷コンプライアンス・内部統制研修
❸安全衛生・保安防災・ESG研修、品質管理（保証）研修
❹コミュニケーション能力研修、人権研修
❺ワークアサインメント、アサーション・リスニング研修
❻4技能教育の推進（統計解析力・財務会計力・情報技術
力・語学力）

❼人事・労務管理研修 等

3. キャリア開発支援
当社は以下の様な自己啓発への取り組みに対する支援

に加え、社員個々人が自らデザインしたキャリアに基づき、
自己の能力開発計画を立て、さらにその能力開発計画に
基づいて、自己啓発にも「自立・自律」して、自発的・主
体的に取り組む状態を全社員が実践することを目指して
いきます。そして、上司である管理社員は、部下の自己
啓発についてもときに伴走者となり、コーチングの手法も
活用したサポート体制を構築しております。
〈具体的な支援内容〉
❶「通信教育受講講座」の実施と修了者への費用の一部
援助

❷国家・公的資格取得の支援（民間資格も一部対象）
❸「オンライン英会話」の実施と費用の全部又は一部援助
等

4. グローバル人材の育成
グローバル経営の推進のためには、国際的に競争力の

ある製品の開発とビジネスの国際化が必要であることは
いうまでもありませんが、それに加えて重要なことは、グ
ローバルに活躍できる国際的な人材の育成です。
当社では、国内、国外を問わず、海外と関係するビジ

ネス領域で多様な関係者と良好な関係を築き、当社のグ
ローバルな事業展開の中心的な役割を果たして、成果を
出すことができる人材の育成を目的として、以下のような
「グローバル人材育成プログラム」を策定し、計画的・効
果的な研修を展開しています。
〈プログラム〉
•海外事業要員候補者の人選と個別育成計画の作成
•海外出張の計画的実施（含.海外での学会・展覧会等へ
の派遣）
•海外赴任の計画的な実施
•語学力の強化（社内英会話研修、海外赴任予定者の
個人レッスン等）

〈グローバル事業要員の育成〉
［具体的な育成内容］
•英会話、ビジネスライティング能力の向上（業務の必
要性に応じて多言語含む）
•業務基礎知識（クリティカルシンキング・マーケティング・
アカウンティング等）、コミュニケーション能力、異文化
理解、マネジメントおよびリベラルアーツ等の習得を目
標に、アクティブラーニング手法を用いた実践コミュニ
ティを実施

〈グローバル事業要員候補の育成〉
•TOEIC試験の定期実施
•オンライン英会話の提供
•若手社員（入社3年目まで）に対する英語力向上のた
めの集中教育を実施

評価者研修 新任管理者研修

グローバル事業要員研修
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人的資本への投資
Human Resource コンプライアンスGovernance

基本的な考え方

（１）コンプライアンス委員会

（2）コンプライアンスマニュアル（田岡化学企業行動要領）

（3）田岡化学従業員行動指針

（4）スピークアップ制度（内部通報制度）

（5）コンプライアンス推進月間

働きやすい環境づくり
●女性従業員の活躍
当社グループでは、男性・女性の区別なく、本人の能力やス

キル、経験に応じて、幅広い分野での活躍を期待しております。
『人材KPI』2020年度からの５か年の目標として、
①「課長相当職以上の女性社員の割合を、3ポイント以上

増加」を掲げ人事育成に取り組んできました。2023年度か
らは、目標値を15％以上に見直し、女性管理社員への登用
を積極的に進めています。
②製造部門（間接補助業務を除く）に女性スタッフもしくは

管理社員を１名以上配置、を掲げ、研修プログラムの企画、
新規採用枠の拡大を行い、2021年度新規採用で製造部門
スタッフ要員2名を採用。教育期間を終え、2024年度に淀
川工場、播磨工場の二拠点で製造スタッフを配置しました。
並行して、女性従業員が働き続けることのできる職場づくり
のため、女性従業員交流会をスタートしました。
2023年度からは新たな目標として、女性オペレーター採

用に向けた取り組みを進めています。

●60歳定年後の再雇用制度
当社グループでは、定年退職者を対象に「再雇用制度」を

設けており、希望する従業員を対象に、知識・技能や経験を
活かし「業務効率化」や「後継者の育成」などに寄与していた
だいています。

●育児・介護支援策
当社グループでは、従業員のワークライフバランスの推進、

女性社員のより積極的な活用・継続就業への支援を図るため
に、出産、育児、介護に関わる各種制度を導入しています。
出産した従業員の 100％が育児休業制度を活用し、継続就
業を実現しています。また、2020年度からの5 か年の目標
として、男性社員の育児休業取得率7％以上を掲げており、
2023年度においては、配偶者が出産した従業員8名のうち
5名が育児休業制度を活用しております。

●障がい者雇用促進
当社では、障がい者に対する雇用機会の創出を重要な課

題ととらえ、公的機関等との連携をとりながら、障がい者の
雇用促進を図っています。障がい者雇用支援サービスを提供
する株式会社エスプールプラスが運営する「わーくはぴねす
農園 Plus大阪」や株式会社スタートラインが運営する
「IBUKI」の一画に「Taoka農園」を開園し、農園で働く障が
い者を雇用する取り組みに参画しています。収穫された農作
物は、当社社員の健康づくりの一環として配布するとともに、
社会福祉協議会等への寄付を通じて「子ども食堂」や近隣地
域のご家庭でご利用いただいております。

●外国籍従業員の活躍
当社グループでは、グローバル経営の一層の推進を図るう

えで必要な能力・資質をもった人材については、国籍を問わず
幅広い分野での活躍を期待しております。2023年度、日本国
内で勤務する外国出身者は6名、うち４名が管理社員です。

●人権尊重
当社グループでは、人権尊重を事業継続のための基盤の

一つと位置づけ、「企業行動憲章」において、法令および社
会倫理の遵守、田岡化学グループで働くすべての者の多様
性・人格・個性を尊重し、差別やハラスメントのない働きやす
い職場環境の確保を表明しております。
人権問題には、階層別研修や講演会を開催し、認識を深

めるよう取り組んでいます。各種ハラスメント防止には、就業
規則においてハラスメント禁止を明確にし、定期的に社内教
育を実施、また相談窓口の設置等、各種措置を講じております。

●健康管理
当社グループでは、従業員の健康保持・増進の意識啓発の

ため、定期健康診断検査項目の追加、生活習慣病健診対象
年齢の引き下げ、自己負担健診項目費用補助金支給など、
田岡化学診療所とともに様々な健康推進支援を積極的に行っ
ております。
従業員の健康状態について、会社と産業医、診療所医師

が情報共有し、症状の改善や重篤化の防止に努めております。
メンタルヘルスについては、ストレスチェックを継続して実
施しており、診療所、産業医との面談指導により従業員の心
身症状の改善に努めています。また、専門医による研修会を
実施し、ラインケアの充実に取り組んでいます。

●良好な労使関係の維持・発展
当社の労働組合とは、お互いの立場を尊重しながら、企業

の更なる発展と従業員の成長、より働きやすい環境づくりに
向けた、諸施策に、労使共同で取り組んでいます。具体的には、
年２回の「労使経営協議会」や月例の「労使会議」あるいは
個別テーマでの「労使間の委員会」等の場を活用しながら、
労使の相互理解・共通認識の形成に努めています。

妊娠・出産・育児に関する制度・措置

休暇・休業に関する制度・措置

勤務時間・勤務内容に関する制度・措置

※当社独自の制度
男女共に取得可 女性のみ取得可 男性のみ取得可

妊娠初期 妊娠中期～後期 出産前後 育児休業期間妊娠初期 妊娠中期～後期 出産前後 育児休業期間妊娠初期 妊娠中期～後期 出産前後 育児休業期間妊娠初期 妊娠中期～後期 出産前後 育児休業期間妊娠初期 妊娠中期～後期 出産前後 育児休業期間妊娠初期 妊娠中期～後期 出産前後 育児休業期間妊娠初期 妊娠中期～後期 出産前後 育児休業期間妊娠初期 妊娠中期～後期 出産前後 育児休業期間妊娠初期 妊娠中期～後期 出産前後 育児休業期間妊娠初期 妊娠中期～後期 出産前後 育児休業期間 育児期
（育休期間を除く）

※一部有給
育児休業 特別保存休暇※育児休業 特別保存休暇※育児休業 特別保存休暇※

子の看護休暇

育児時間育児時間
育児短時間勤務
所定外労働の免除
法定労働時間外の制限
深夜業免除の措置
在宅勤務（育児事由）※在宅勤務（育児事由）※

妊娠中の通勤緩和の措置
妊娠中における勤務中の休憩の措置
妊産婦の就業時間内の通院の措置
妊産婦の業務内容軽減の措置

妊産婦の就業制限
（時間外、休日勤務、非常災害時の労働、深夜勤務、危険有害業務の免除）

マタニティ休暇マタニティ休暇※ 産前産後休暇産前産後休暇

配偶者出産休暇※
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人的資本への投資
Human Resource コンプライアンスGovernance

基本的な考え方
当社は、経営理念に基づく経営基本方針の一つに「コンプライアンスを重視し、社会の一員としてそのルールの順守を徹

底するとともに、自由、公正、透明な取引を実践すること」を掲げております。コンプライアンス重視の精神は、当社創業
から今日に至るまで脈々と受け継いできたものです。当社は、“企業が関連するすべての法令と社会のルールと倫理を遵守
すること”が企業存続の最も基本的な条件であり、自らの社会的責任であると考えております。また、すべての役職員が高
い倫理観と法令の遵守意識を持ち、一人ひとりがコンプライアンスの重要な担い手であることを自覚し行動することが重要
であると認識しております。昨今、企業が社会的責任を果たすことが従来以上に期待される中、当社としてはコンプライア
ンスの徹底に向けた地道な活動を推進していく考えです。

コンプライアンス体制
（１）コンプライアンス委員会
当社は、コンプライアンス規程を整備し、コンプライア

ンス活動を推進するためのコンプライアンス委員会を設置
しております。コンプライアンス委員会は、最低年1回、
および必要の都度随時に開催され、全ての役職員による事
業活動に関係する法令等の遵守状況を監視・監督しており
ます。

（2）コンプライアンスマニュアル（田岡化学企業行動要領）
当社は、当社役職員が事業活動上遵守すべき法令や

規則・規程およびそれらの要点等が記載された「コンプラ
イアンスマニュアル（田岡化学企業行動要領）」を社則とし
て制定、冊子として発行し、当社役職員に配布するとと
もに、研修等において活用することで、当社役職員のコ
ンプライアンスに関する知識の習得や意識の醸成を推進
しております。

委員長（社長）

副委員長

委員

委員会事務局

コンプライアンス委員会構成

田岡化学
コンプライアンス・マニュアル

（3）田岡化学従業員行動指針
当社は、2022年4月に制定した新経営基本方針に合

わせて、田岡化学従業員行動指針を定めました。当社は、
旧来より「田岡化学企業行動要領」を定め役職員に周知
しておりましたが、今日の当社役職員一人ひとりが目指す
べき企業人としての指針を示すべく、安全の徹底・環境保
全推進、社会との信頼関係構築、コンプライアンスの遵
守等など全6か条から構成される本指針を新たに制定し
たものです。

（4）スピークアップ制度（内部通報制度）
当社は、コンプライアンス違反の早期発見・未然防止を

図るため、当社役職員、その他の関係者によるコンプラ
イアンス違反またはその恐れのある場合に、当社の役職
員の他、役職員の家族、当社の関係会社および取引先等、
当社の事業に何らかの関与があるすべての方々が、顕名
または匿名で直接コンプライアンス委員会または社外の弁
護士などに通報できるスピークアップ制度（内部通報制
度）を導入しています。2022年度は改正公益通報者保
護法の施行に合わせて本制度の改正を行っております。

（5）コンプライアンス推進月間
当社では、年に1回、コンプライアンス推進月間を定

めて、全社を挙げてコンプライアンスの取り組みを強化し
ています。コンプライアンス推進月間では、全従業員が
参加して、各部署にて①コンプライアンスに関する社長
メッセージの周知、②コンプライアンスマニュアルの読み合
わせ、③コンプライアンス・リスクの洗い出しとその予防策
の作成・実施等の取り組みを行っています。また、全従業
員が受講するコンプライアンスに関するEラーニングを行
うなど、従業員1人ひとりのコンプライアンス意識の向上
を図る取り組みを進めております。

関連するSDGs関連するSDGs

働きやすい環境づくり
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リスク・クライシスマネジメントGovernance コーポレートガバナンスGovernance

基本的な考え方
当社は、当社グループが事業活動を行うにあたり、経営の脅威となり得るリスクを早期に発見し、適切に対応していくと

ともに、顕在化したリスク（クライシス）に迅速かつ適切に対処するべく、リスク・クライシスマネジメントに関わる体制の整備・
充実に努めています。

リスク・クライシスマネジメント体制
（１）リスク・クライシスマネジメント委員会
当社は、各部署の本来の業務の一部として、自らの業

務遂行上のリスクを適切に管理するためにさまざまな対策
を講じることを基本としています。
　こうした各部署における取り組みについて統括して管

理・推進する会議体として、社長を委員長とする「リスク・ク
ライシスマネジメント委員会」を設置しています。当委員会
においては、当社のリスク・クライシスマネジメントに関する
基本方針を策定するとともに、各部署におけるリスク・クラ
イシスマネジメントの取り組みの適正化の支援（全社で洗い
出されたリスク（リスクマップの作成）およびBCP（事業継
続計画）の評価と改善指示）を実施しています。

（2）リスクマップ
当社は、年 1回、全部署において、①事故・災害、②情

報セキュリティ、③法令違反・コンプライアンス、④税・財務、
⑤人事・労務、⑥事業、⑦政治・社会の分類ごとに、それぞ
れのリスクを洗い出し、洗い出したリスク項目に関して、
その発生の可能性と影響度（経済面、人的、風評および
信用等）を評価しています。また、全部署のリスク評価を
マトリックス化したリスクマップを作成・更新しています。
このリスクマップについては、各部署において各リスク
を低減する取り組み案と合わせて、リスク・クライシスマネ
ジメント委員会に報告しています。
また、大規模災害や感染症などの部署をまたがるリス
クに関しては、共通リスクとして部署横断的な課題として
捉え、取り組んでいく方針です。

リスク・クライシス
情報報告

方針
支援

報告方針
指示

支援

監査連携

リスクの調査・評価
諸施策の提案等

リスク・クライシスマネジメント委員会

委員長：社長
委　員：常勤取締役（監査等委員を除く）
事務局

各部署、グループ会社

リスク・クライシスマネジメント委員会構成

リスク・クライシスマネジメント部会
内部統制・監査部

関連するSDGs

コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方

■1

■2

■3

■4

■5
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リスク・クライシスマネジメントGovernance コーポレートガバナンスGovernance

基本的な考え方

（１）リスク・クライシスマネジメント委員会 （2）リスクマップ

コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方
当社は、コーポレートガバナンス・コードへの対応はもちろんのこと、持続可能な成長により企業価値を向上させることで、

株主の皆様をはじめとするすべてのステークホルダーに対する責任を果たしてまいります。そのために、常に最良のコーポ
レートガバナンスを追求し、その充実に継続的に取り組むため、意思決定の透明性・公正性を確保するとともに、保有する
経営資源を十分有効に活用し、迅速・果断な意思決定により経営の活力を増大させてまいります。それを実現するために、
下記の基本的な考え方に沿って取り組んでいます。

コーポレートガバナンス体制

■1株主の権利を尊重し、平等性を確保します。

■2すべてのステークホルダーの利益を考慮し、ステークホルダーと適切に協働します。

■3適切に情報開示を行い、透明性を確保します。

■4独立役員の役割を尊重し、取締役会の監督機能の実効性を確保します。

■5株主との間で建設的な対話を行います。

回数
（2023年度）

取締役会 13回取締役会 13回取締役会 13回取締役会 13回 構成員：取締役 12名（うち社外取締役 4名）
開催頻度：原則月1回
法令、定款、取締役会規程に基づき、経営方針、事業戦略、経営上の重要事項を決定するとともに、各取締役などから
職務執行状況、財務・業績報告を受け、取締役および各部署の職務執行を監督しています。

経営会議 23回経営会議 23回経営会議 23回経営会議 23回 構成員：常勤取締役 7名
開催頻度：原則月2回
経営会議規則に基づき、予算、経営計画、起業計画等、経営上重要な事項の審議を行っています。

監査等委員会 13回監査等委員会 13回監査等委員会 13回監査等委員会 13回 構成員：取締役（監査等委員）4名（うち社外取締役 3名）
開催頻度：原則月1回
監査等委員会規則に基づき、監査に関する重要な事項について、報告、協議・審議・決議しています。

役員指名諮問
委員会

1回 構成員：取締役社長、取締役（監査等委員）
代表取締役が人選した取締役候補者について、代表取締役および取締役会に適切な助言を行っています。

役員報酬諮問
委員会

2回 構成員：取締役社長、取締役（監査等委員）
取締役（監査等委員を除く）の報酬について審議し、代表取締役および取締役会に対し、答申しています。
取締役会（監査等委員）の報酬に関して審議しています。

社外役員間審議
委員会

0回 構成員：社外取締役
親会社グループと当社グループとの間の利益相反する事項が含まれる場合に、取締役会より諮問を受け、少数株主利益の
保護の観点から審議し、意見を決議の上、取締役会にて報告します。なお、2021 年度については該当する事案がありま
せんでした。

サステナビリティ
委員会

1回 取締役会のもと、当社のサステナビリティに関わる施策を立案・推進しています。また、サステナビリティに関わる各委員会
を統括しています。

内部統制委員会 2回内部統制委員会 2回内部統制委員会 2回内部統制委員会 2回 当社グループにおける内部統制システムの不断の充実を図るため、内部統制システムに関する諸施策を審議し、その実施
状況を監督しています。

コンプライアンス
委員会

2回
当社グループコンプライアンス方針および活動計画の報告・審議、内部通報への対応等を行っています。

リスク・クライシス
マネジメント委員会

1回 大規模災害、パンデミック、治安悪化、その他複数の事業所もしくは部署にまたがる個別のリスク・クライシスの対処方針
等を審議しています。

レスポンシブル・
ケア委員会

1回 レスポンシブル・ケア基本方針や長期計画、具体施策の策定等を行い、レスポンシブル・ケア活動を長期的視野から総合
的に推進しています。

関連するSDGs関連するSDGs関連するSDGs
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社長 サステナビリティ委員会

内部統制委員会

コンプライアンス委員会
リスク・クライシスマネジメント委員会

レスポンシブル・ケア委員会
SBT推進委員会

経営会議

業務執行取締役

社内各部署・グループ会社 内部統制・監査部

取締役会
役員指名諮問委員会
役員報酬諮問委員会
社外役員間審議委員会

監査等委員会 会計監査人

株主総会

監査

報告

指示

具申

指揮・命令

報告
報告

報告

監査

監査

指導・監督

指導・監督

選解任・監督

選解任

＜業務執行体制＞

選解任
連携

連携 連携

コーポレートガバナンス体制

※当社は、当社の経営理念に基づく経営基本方針に則り、持続的な成長を遂げられるよう、取締役会は異なる知識、経験、能力を備えた人材から構成される体制としており
ます。また、独立社外取締役を置くことで、新たな視点の取り込み、ガバナンスの強化を図っております。
※当社取締役各人が有するスキルのうち主なものを最大３つ「●」印をつけております。そのため各人が有するすべての専門性と経験を表すものではありません。

取締役の保有する専門性と経験

当社における地位／
氏名

専門性と経験

代表取締役  取締役社長
佐々木　康彰
取締役副社長
岩崎　明
取締役
松尾　俊二
取締役
伊美　勝治
取締役
伊瀨　基之
取締役
岡嶋　謙
取締役
福田　加奈子
取締役
田辺　陽
取締役（監査等委員）
乾　禄治
取締役（監査等委員）
小西　弘之
取締役（監査等委員）
藤咲　雄司
取締役（監査等委員）
矢倉　昌子

企業経営 財務会計 事業戦略
マーケティング

労務
人材開発

研究
知財

製造
技術 グローバル

法務
ガバナンス
リスクマネジメント

独立社外
取締役〇 女性〇企業経営 財務会計

● ●

● ●

●

●

●

●

●

● ○

○

●

●

●

●

○

○

○ ○

●

●

●●

●

●

●

●

●

●

●

●

取締役会実効性評価

取締役報酬
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● ●

● ●

●

●

●

●

●

● ○

○

●

●

●

●

○

○

○ ○

●

●

●●

●

●

●

●

●

●

●

●

関連するSDGs関連するSDGs

取締役会実効性評価
当社は、取締役会が「自社の持続的な成長と中長期的な企業価値向上のために、透明・公正かつ迅速・果断な意思決定が
適切に行われているか」という観点から、取締役による自己評価を行い、取締役会の実効性を定期的に振り返るとともに、今
後の課題について議論しています。

取締役報酬
１．基本方針

当社取締役（監査等委員を除く。）の報酬等は、固定
報酬である「基本報酬」、業績連動報酬等である「賞与」
の2つから構成されています。
基本報酬および業績連動報酬等（賞与）の水準は、報

酬の客観性、適正性を確保する観点から、外部第三者機
関による調査等の客観的データに基づく当社と同程度
の事業規模や関連する業種・業態に属する企業の報酬
水準、各役位の職責内容、過去の支払い実績等を勘案
して適正な水準となるよう設定しています。
基本報酬は、月例の固定報酬とし、各取締役の報酬

額は役位の職責内容や従事職務、中長期的な会社業績
などを反映させて決定しています。
業績連動報酬等（賞与）は、各取締役の毎年の事業計

画達成へのインセンティブとするのに最も客観的かつ
妥当な指標として、連結営業利益にリンクしたフォーミュ
ラから算出された額を、原則として毎年1回、一定の時
期に現金で支給しています。
基本報酬と業績連動報酬等（賞与）の支給割合は、毎

年の事業計画達成へのインセンティブを高めると同時
に、その行動が短期的、部分最適に偏らないように設定
しています。

２．役員報酬決定の手順
取締役の報酬等の決定にあたり、その透明性と公正

性を一層高めるため、監査等委員である取締役を主要
な構成員とする役員報酬諮問委員会が、役員報酬制
度、役員報酬支給水準および基本報酬と業績連動報酬
等（賞与）の割合等に関し、代表取締役および取締役会
に適切な助言を行っています。
各取締役（監査等委員を除く。）の個人別の報酬額は

取締役会の授権を受けた代表取締役社長が役員報酬
委員会の答申を踏まえて決定しています。
なお、取締役（監査等委員を除く。）の報酬限度額は、
2016年6月24日開催の第116期定時株主総会におい
て年額200百万円以内（うち社外取締役分は年額10百
万円以内）と決議されており、その範囲内で決定してい
ます。
また、取締役（監査等委員）の報酬は、報酬限度額（5
名以内）について、2017年6月23日開催の第117期定
時株主総会において、年額50百万円以内と決議されて
おり、その範囲内で決定しています。

（１）評価方法
2023年度の取締役会の実効性評価について、2024年
3月に各取締役への設問・自由記述によるアンケートを行
いました。2024年4月の取締役会において、集約した自己
評価結果を報告するとともに、個別の項目（取締役会の構
成、運営方法、議題・議案、取締役会を支える会社の体制、
株主・投資家との対話）毎に、各取締役からの意見につい
て共有し、今後の課題について議論しました。

（２）評価結果
当社の取締役会は、取締役会の構成、運営方法、議題・
議案、取締役会を支える会社の体制、株主・投資家との対
話等、全般において適切に機能していることを確認しまし
た。なお、取締役会にて共有された課題については、2024
年度以降の取り組みに反映していくことで、取締役会の実
効性のさらなる強化に努めてまいります。
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東京支店
本  社 （大阪）

田岡化工材料（上海）有限公司 （中国）

タオカ ケミカル シンガポール 
プライベート リミテッド （シンガポール）

タオカ ケミカル インド 
プライベート リミテッド （インド）

播磨工場（兵庫）

東京支店

播磨工場（愛媛地区）

本  社 （大阪）

淀川工場 （大阪）
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親子上場
１．基本的な考え方

当社は、事業運営にあたっては、独自の経営判断と自己
責任で自主的な経営を行うことを基本方針としております。
親会社を住友化学とする当社が上場することは、当

社の「従業員の士気向上」「採用力の強化」「取引先との
信用確保」「業界での発言力」などさまざまなメリットが
あります。

２．少数株主保護の取り組み
当社が住友化学グループとの取引を行う際は、市場

３．2023年度の取締役報酬内容

価格、総原価を勘案して毎期交渉の上、一般的取引条
件と同様に決定しております。また、親会社（住友化学）
との会社間の取引のガバナンス強化の観点から、2020
年3月に社外取締役から構成される社外役員審議委員
会を設置し、取締役会決議事項のうち、親会社グループ
と当社グループ間で利益相反が含まれる場合、取締役
会は、当該委員会に諮問し、その審議結果の報告を受け
ることとするなど、少数株主保護に取り組む体制を整備
しています。

政策保有株式
１．基本的な考え方

当社は、円滑な事業運営、取引関係の維持・強化など
を目的として、中長期的な経済合理性や将来見通しを
総合的に勘案した上で、必要と判断される場合に限り、
株式を政策的に保有します。保有する株式については、
事業環境の変化・リターンとリスクなどを踏まえた中長
期的な経済合理性や将来の見通しなどを踏まえ、毎年
取締役会において対外的な保有の狙い・合理性につい
ての具体的な説明を行い、保有の適否を検証するなど、
適宜見直しを行っております。なお、保有の必要性がな
いと判断された場合には市場動向を見ながら売却する
方針です。

２．政策保有株式の期末残高の推移
上記１の考え方に基づき、当社は、2022年度に、一部

株式の売却を実施しました。

区　分

取締役（監査等委員を除く。）
（社外取締役を除く。）

員　数 計
報酬等の種類別の額

基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

9名

1名

4名

126百万円

18百万円

26百万円

6百万円

ー

ー

ー

ー

ー

133百万円

18百万円

26百万円

取締役（監査等委員）
（社外取締役を除く。）

社外役員

政策保有株式の期末残高の推移
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銘柄数（非上場株式以外）貸借対照表計上額の合計額
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コーポレートガバナンスGovernance
田岡化学工業の概要

社名
本社所在地
設立
資本金
事業内容

売上高
従業員数
事業所（営業）
工場
関係会社

田岡化学工業株式会社
〒532-0033  大阪市淀川区新高3丁目9番14号（ピカソビル7階）
1934年10月
15億72百万円
精密化学品事業部（医・農薬中間体、電子材料、樹脂原料）
機能材事業部（接着剤、ゴム薬品）
樹脂添加剤事業部（加工樹脂、ワニス、可塑剤、その他工業薬品）
化学分析受託事業（各種化学分析の受託）
285億44百万円（2024年3月期）
458名（連結）（2024年3月末時点）
東京支店
淀川工場、播磨工場（播磨地区・愛媛地区）
［ 国 内 ］
株式会社田岡化学分析センター
田岡淀川ジェネラルサービス株式会社
田岡播磨ジェネラルサービス株式会社

会社概要　2024年3月末現在

［ 海 外 ］
タオカ ケミカル インド プライベート リミテッド
タオカ ケミカル シンガポール プライベート リミテッド
田岡化工材料（上海）有限公司

総務人事室
事業支援室
技術室

レスポンシブル・ケア室
工務部
グループ

技術本部

営業本部

生産本部

精密化学品事業部
機能材事業部

樹脂添加材事業部 グループ

グループ

NEXT事業開発・IP戦略部

製造部

環境保安部
工務部

製造部

第一製造課
第二製造課
第三製造課
大江製造課

第一製造課
第二製造課
第三製造課
第四製造課

環境保安部
工務部

内部統制・監査部

東京支店

研究所 先端材料プロジェクト

淀川工場

播磨工場

組織概要

東京支店
本  社 （大阪）

田岡化工材料（上海）有限公司 （中国）

タオカ ケミカル シンガポール 
プライベート リミテッド （シンガポール）

タオカ ケミカル インド 
プライベート リミテッド （インド）

播磨工場（兵庫）

東京支店

播磨工場（愛媛地区）

本  社 （大阪）

淀川工場 （大阪）
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代表取締役社長
佐々木　康彰
（1962年5月28日生）

1985年 4月 住友化学工業株式会社
 （現住友化学株式会社）入社

2016年 4月 同社執行役員
2020年 4月 同社常務執行役員
2021年 4月 当社顧問
2021年 6月 当社代表取締役社長

取締役　総務人事室長、
内部統制・監査部統括
岡嶋　謙
（1965年8月4日生）

1990年 4月 住友化学工業株式会社
 （現住友化学株式会社）入社

2023年 6月 当社取締役

取締役　技術本部長、
研究所統括
伊美　勝治
（1963年2月22日生）

1987年 4月 住友化学工業株式会社
 （現住友化学株式会社）入社

2022年 6月 当社取締役

取締役副社長　事業支援室長
岩崎　明
（1964年12月18日生）

1987年 4月 住友化学工業株式会社
 （現住友化学株式会社）入社

2018年 4月 同社執行役員
2019年 6月 当社取締役
2023年 6月 取締役副社長

取締役（監査等委員）
乾　禄治
（1962年9月26日生）

1986年 4月 住友化学工業株式会社
 （現住友化学株式会社）入社

2017年 ４月 日本メジフィジックス株式会社　執行役員
2022年 6月 当社取締役（監査等委員）

取締役（監査等委員）　
※社外取締役
藤咲　雄司
（1950年9月7日生）

1974年 4月 株式会社住友銀行
 （現株式会社三井住友銀行）入行

2002年 6月 同行本店営業第八部長
2003年 6月 同行融資第一部長
2006年 6月 株式会社住友倉庫　執行役員
2010年 10月 天馬株式会社　執行役員
2011年 6月 同社常勤監査役
2014年 6月 同社代表取締役社長
2018年 4月 株式会社インバウンドテック　社外取締役
2020年 6月 当社取締役（監査等委員）

取締役
福田　加奈子
（1965年6月29日生）

1988年 4月 住友化学工業株式会社
 （現住友化学株式会社）入社

2020年 4月 同社執行役員
2024年 4月 同社常務執行役員（現）
2024年 6月 当社取締役

取締役　営業本部長、
営業本部東京支店長、
営業本部精密化学品事業部長、
機能材事業部長
松尾　俊二
（1965年8月31日生）

1988年 4月 当社入社
2021年 6月 取締役
2024年 6月 常務取締役

取締役　生産本部長
伊瀨　基之
（1962年3月21日生）

1985年 3月 当社入社
2022年 6月 取締役

取締役　※社外取締役
田辺　陽
（1955年2月7日生）

1997年 4月 関西学院大学　理学部化学科　教授
2020年 6月 当社取締役
2023年 4月 関西学院大学　理学部名誉教授

取締役（監査等委員）　
※社外取締役
小西　弘之
（1953年2月21日生）

1976年 4月 国税庁大阪国税局入局
2013年 8月 小西弘之税理士事務所開設
2017年 6月 当社取締役（監査等委員）
2018年 3月 清和中央ホールディングス株式会社　社外監査役

取締役（監査等委員）　
※社外取締役
矢倉　昌子
（1960年3月22日生）

1987年 4月 大阪弁護士会登録
2000年 4月 アスカ法律事務所開設
2020年 6月 当社取締役（監査等委員）
2021年 1月 神東塗料株式会社　社外取締役
2022年 4月 日本弁護士連合会副会長

役員体制

持株数（千株）株主名 持株比率（％）

所有者別株式分布状況  

所有株数別状況  
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資本金

従業員数

株式の総数など

決算日

単元株式数

定時株主総会

株主数

上場

株主名簿管理人および
特別口座の口座管理機関

同事務取扱場所

15億72百万円

単体：410名

連結：491名

発行可能株式総数：24,000千株

発行済株式の総数：14,440千株

3月31日

100株

毎年6月に開催

3,836名

東京証券取引所スタンダード市場

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社　

大阪市中央区北浜四丁目5番33号

IR活動体制
　当社は、株主・投資家への説明責任を果たすため、当
社ウェブサイトによる情報開示の実施等により、当社へ
の正しい理解を得るとともに適正な株価形成と企業価値
向上につなげるため、株主・投資家との間で適時・適切な
コミュニケーションを取っております。

　機関投資家・アナリストとの対話は事業支援室担当役
員が統括し、事業支援室が主管部署として関連部署と連
携して適切な情報収集に努めるとともに、機関投資家・
アナリストとの対話の機会を設けるべく努めております。

会社・投資家情報
（2024年9月30日現在）

大株主の状況

住友化学株式会社

INTERACTIVE BROKERS LLC

MSIP CLIENT SECURITIES

NORTHERN TRUST GLOBAL SERVICE SE,
LUXEMBOURG RE CLIENTS NON-TREATY ACCOUNT

PERSHING SECURITIES LTD CLIENT SAFE CUSTODY
ASSET ACCOUNT

7,247

331

246

226

213

206

157

144

133

128

50.58

2.31

1.72

1.58

1.49
1.43

1.09

1.01

0.93

0.89

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

テックス・テクノロジー株式会社

田岡従業員持株会

増谷行紀

JPモルガン証券株式会社

持株数（千株）株主名 持株比率（％）

（注）持株比率は自己株式（111,280株）を控除して計算しております。

発行済株式
14,440千株

発行済株式
14,440千株

所有者別株式分布状況  （単位：千株）

所有株数別状況  （単位：千株）

その他の法人
7,868（54.5%）

自己株式
111（0.8%）

1株未満
5（0%）

証券会社
474（3.3%）

個人
4,251（29.4%）

100単元以上
1,000単元未満
2,238（15.5%）

金融機関
315（2.2%）

外国法人等
1,421（9.8%）

1単元以上10単元未満
691（4.8%）

10単元以上
100単元未満
2,240（15.5%）

10万株以上
9,266（64.2%）
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工場・関連会社の取り組みProduction sites

環境保全への取り組み
2004年に蓄熱式脱臭炉を設置し、臭気、VOCを含

む工場排ガスを燃焼処理しています。また、排水管理
強化として、環境監視測定室を拡張し、従来のTOC測
定器に加えて、APHA、ヨウ素価、フェノールの測定器
を設置、24時間監視を行っています。また、それら装
置はDCSと連動させ、異常時には自動的に排水放流を
中止するようにシステムを構築してい
ます。また、地球温暖化対策として、
省エネ委員会を設置、エネルギー使
用量、CO₂の削減に向けた啓蒙活
動、設備改善に積極的に取り組んで
います。

【所在地】
大阪市淀川区西三国四丁目2番11号
【従業員数】
207名（2024年9月時点）
主な事業内容／医・農薬中間体、高
機能性樹脂、電子材料、合成染料等
の精密化学品と接着剤、ゴム用添加
剤等の機能性材料を製造しています。

淀川工場

脱臭炉

DCS画面

環境監視測定室

事務研究棟

緊急時排水回収設備

淀川工場

淀川工場は当社の主力工場であり、約１万坪の敷地内
には製造部門、研究部門、関連会社が所在しております。
「品質、安全、環境に関する経営方針」に基づき「安全を
すべてに優先させる」ことを基本に、環境関連法規の遵
守はもちろんのこと環境保全の継続的改善に努め、資源

の有効利用や廃棄物の削減を推進しています。また、地
域とのコミュニケーションを図り、社会に貢献できる工場
を目指して、事業活動に取り組んでいます。
2004年には国際環境マネジメントシステムISO 
14001の認証を取得しました。

TOC測定器 ヨウ素自動測定器・フェノール自動測定器

当社は淀川工場、播磨工場で着用しております作業服のリニューアルを行いました。安全性を高め、より機能的な
ユニフォームとするとともに、従来の作業服から色味も鮮やかな青に変わり、工場カラーが大きく変化いたしました。
一方、本社部門（事業所管理部門、営業本部等含む）でも、作業服のリニューアルに合わせ、「創造的な成果

を生み出すための仕事のしやすい環境づくり」の一環として、「身だし
なみガイドライン」を制定いたしました。
当社は引き続き、従業員の生産性・機能性を高められるような職場

環境の整備を進めてまいります。

NewsTopics

工場作業服のリニューアル

【身だしなみガイドライン】
1.清潔であること

2.業務に支障を与えず、安全性が高いこと

3.職場と調和がとれたものであること

4.お客様に不快感を与えないこと

商標「NanoPapillon」
の登録

「TIME」に当社記事が
掲載されました
2024年9月30日付で発行された「TIME」
誌に当社記事が掲載されました。誌面上で当社
は「産業界にとってエキサイティングな新技術」
を開拓し、「画期的な
新素材の分野で重要な
役割を果たしている」
と紹介されました。

当社の、グラフェンナノリボンの開発を通じ習得し
た「APEX反応」を応用し製造するナノグラフェン類は、
物性特性の再現性に優れると共に、顧客の要求に基
づいたカスタマイズが可能であるとの特徴があること
から、一般的なナノグラフェン類との差別化、ブラン
ド化を目指すべく、当該ナノグラフェン類について
「NanoPapillon®」
と命名し、当該商
標について商標登
録を行うとともに、
キシダ化学株式会
社様を通じて試薬
販売を開始いたしま
した。
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工場・関連会社の取り組みProduction sites

環境保全への取り組み
2004年に蓄熱式脱臭炉を設置し、臭気、VOCを含

む工場排ガスを燃焼処理しています。また、排水管理
強化として、環境監視測定室を拡張し、従来のTOC測
定器に加えて、APHA、ヨウ素価、フェノールの測定器
を設置、24時間監視を行っています。また、それら装
置はDCSと連動させ、異常時には自動的に排水放流を
中止するようにシステムを構築してい
ます。また、地球温暖化対策として、
省エネ委員会を設置、エネルギー使
用量、CO₂の削減に向けた啓蒙活
動、設備改善に積極的に取り組んで
います。

【所在地】
大阪市淀川区西三国四丁目2番11号
【従業員数】
207名（2024年9月時点）
主な事業内容／医・農薬中間体、高
機能性樹脂、電子材料、合成染料等
の精密化学品と接着剤、ゴム用添加
剤等の機能性材料を製造しています。

淀川工場

脱臭炉

DCS画面

環境監視測定室

事務研究棟

緊急時排水回収設備

淀川工場

淀川工場は当社の主力工場であり、約１万坪の敷地内
には製造部門、研究部門、関連会社が所在しております。
「品質、安全、環境に関する経営方針」に基づき「安全を
すべてに優先させる」ことを基本に、環境関連法規の遵
守はもちろんのこと環境保全の継続的改善に努め、資源

の有効利用や廃棄物の削減を推進しています。また、地
域とのコミュニケーションを図り、社会に貢献できる工場
を目指して、事業活動に取り組んでいます。
2004年には国際環境マネジメントシステムISO 

14001の認証を取得しました。

TOC測定器 ヨウ素自動測定器・フェノール自動測定器

当社は淀川工場、播磨工場で着用しております作業服のリニューアルを行いました。安全性を高め、より機能的な
ユニフォームとするとともに、従来の作業服から色味も鮮やかな青に変わり、工場カラーが大きく変化いたしました。
一方、本社部門（事業所管理部門、営業本部等含む）でも、作業服のリニューアルに合わせ、「創造的な成果

を生み出すための仕事のしやすい環境づくり」の一環として、「身だし
なみガイドライン」を制定いたしました。
当社は引き続き、従業員の生産性・機能性を高められるような職場
環境の整備を進めてまいります。

NewsTopics

工場作業服のリニューアル

【身だしなみガイドライン】
1.清潔であること

2.業務に支障を与えず、安全性が高いこと

3.職場と調和がとれたものであること

4.お客様に不快感を与えないこと

商標「NanoPapillon」
の登録

「TIME」に当社記事が
掲載されました
2024年9月30日付で発行された「TIME」
誌に当社記事が掲載されました。誌面上で当社
は「産業界にとってエキサイティングな新技術」
を開拓し、「画期的な
新素材の分野で重要な
役割を果たしている」
と紹介されました。

当社の、グラフェンナノリボンの開発を通じ習得し
た「APEX反応」を応用し製造するナノグラフェン類は、
物性特性の再現性に優れると共に、顧客の要求に基
づいたカスタマイズが可能であるとの特徴があること
から、一般的なナノグラフェン類との差別化、ブラン
ド化を目指すべく、当該ナノグラフェン類について
「NanoPapillon®」
と命名し、当該商
標について商標登
録を行うとともに、
キシダ化学株式会
社様を通じて試薬
販売を開始いたしま
した。
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工場・関連会社の取り組みProduction sites

環境保全への取り組み
当工場は、瀬戸内海の臨海地区に位置します。環境

では、「水質汚濁防止法」「大気汚染防止法」「廃棄物の
処理及び清掃に関する法律」「瀬戸内海環境保全特別
措置法」「兵庫県条例」「環境保全協定」等の関連諸法
条例等を遵守し、日々、環境保全の確保に努めています。
また、日本化学工業協会に加盟し、RC推進部で環境
パフォーマンスの公開や地域対話を通して、積極的に情
報公開するなど、地域社会の皆様との様々なコミュニケ
ーション活動の強化を図っています。

地域貢献活動
2024年5月19日に本荘北自治会

の一斉溝掃除に協力しました。清掃
活動への協力は毎年実施しており、
今年も当社従業員が9名参加し、汚泥、
刈草等の運搬・トラックへの積み込み
作業を行いました。当工場は引き続き
地道に地域貢献活動を実施してまいり
ます。

排水処理設備の更新
従来の生物処理に加え、膜処理（膜による固液分離）

を導入しました。膜処理により活性汚泥のキャリーオー
バーがなくなるため、水質の向上が期待できます。バーがなくなるため、水質の向上が期待できます。

【所在地】
兵庫県加古郡播磨町宮西2丁目10番6号
愛媛県新居浜市大江町1丁目1番
【従業員数】
139名（2024年9月時点、播磨・愛媛計）
主な事業内容／
可塑剤、紙用加工樹脂、機能性樹脂、低
級アルコールエステル類、スーパーエンプ
ラ、絶縁ワニス等、多岐にわたる精密化
学品を生産しています。

播磨工場 愛媛地区播磨工場 播磨地区

地域清掃活動 膜モジュール膜モジュール

播磨工場  播磨地区・愛媛地区

播磨工場は、播磨地区と愛媛地区に生産工場を有して
います。2002年に ISO14001（環境）認証を取得し、
その認証を継続するとともに、環境方針の基本を「事業
活動のあらゆる面においてコンプライアンスに徹し、感覚
公害を含む地球環境の負荷の最小限化と、従業員および
地域住民の安全と健康の確保に努め、快適で豊かな暮ら
しの実現と社会の持続的な発展に貢献する」と定め、関

連法規制や地域環境保全協定値より厳しい自主管理地を
定め法令順守に努めるとともに、継続的に改善に取り組
んでまいります。
2024年7月2日には、兵庫労働局長より労働安全衛
生活動に対して奨励賞の表彰を頂きました。
今後も地域社会や住民の皆様、従業員から安全・安心

で信頼される工場を目指して取り組んでいます。

環境測定

環境試験

材料分析
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環境保全への取り組み

地域貢献活動

排水処理設備の更新

【所在地】
本社 大阪市淀川区西三国4丁目2番11号
兵庫事業所 兵庫県加古郡播磨町宮西2丁目10-6
東京営業所 東京都中央区日本橋小網町1番8号 

茅場町高木ビル   
【従業員数】
58名 （2024年9月現在）
主な事業内容／計量証明事業（濃度、騒音、振動）、
作業環境測定、建築物飲料水質検査および土壌汚
染対策法に基づく指定調査機関の事業登録を受け、
受託試験を実施しております。その他農薬分析、有
機溶剤分析、ガス成分分析、および各種分析試験
法の検討を受託しております。 

ＧＣ/ＭＳによる揮発性有機化合物の分析

位相差分散顕微鏡によるアスベス
ト分析

引火点測定機器による危険物判定
（セタ式とタグ式）

株式会社田岡化学分析センター

当社の経営理念は、「顧客が満足し、安心できる信頼
性の高いサービスを提供することにより、分析業務をとお
して社会に貢献すること」であり、1977年の設立以来、
お客様とともに、人にやさしい環境づくりを高度な分析技
術でバックアップしてまいりました。その過程で、2001
年にはISO14001の認証を取得、2008年にISO9001
の認証を取得し、より有効なマネジメントシステム構築に

よる信頼性の向上を図っております。当社は、作業環境
測定、排ガス測定、排水分析、土壌分析の他、危険物
判定試験、組成・構造解析等にも注力し、お客様の課題・
問題解決に取り組み、分析面からその後のコンサルティ
ングまでをトータルにサポートしています。

環境測定
作業環境測定において大阪府下有数の測定実績を誇

り、有機溶剤、粉塵、特定化学物質の測定をはじめ、
溶接ヒュームの測定、リスクアセスメントの結果を踏まえ
た作業等の改善を目的とした個人サンプラー測定にも対
応しております。これらの実績をもとに、作業環境改善
を求めるお客様からの相談に対して、現場に応じた適切
なアドバイスも行っております。
また、化学物質自律的管理への法改正に伴い、濃度
基準が定められる有害化学物質が今後大幅に増加され
ていきます。これら新規物質の測定にも対応すべく既に
着手しており、顧客の要望に即時対応できるよう注力し
てまいります。

環境試験
水質分析においては、工業排水および各排水処理設

備工程水の分析を中心に約 5,000検体/年受託し、産
業廃棄物分析においては廃棄物処理法、海洋汚染防止
法の対象となる廃棄物（汚泥、燃えがら、金属くず、廃
液等）の分析を行っており、生活環境の保持、改善に貢
献しております。

材料分析
化学会社を礎とした受託分析機関として、化学事業

で培ったノウハウ、経験を基に有機材料の組成分析、
無機・金属材料の分析をはじめ、高分子、その他化学
製品に含まれる微量成分の分析を実施しております。ま
た、危険物評価試験、引火点測定も希望納期で結果を
提供しております。

兵庫事業所（分析室）本社
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【所在地】
 大阪市淀川区西三国4丁目2番11号
【従業員数】
51名 （2024年9月現在）
主な事業内容／
①接着剤関係
・瞬間接着剤バルクの生産、出荷業務
・１液エポキシの充填、梱包・出荷業務
・接着剤全般の営業受注業務
②物流関係
・原料、包材の受け入れおよび在庫管理、輸送
・製品の入出荷および保管
・産業廃棄物の保管、出荷、払い出し

③充填・包装関係
・ゴム薬、樹脂原料、農薬中間体の充填・
   包装業務   包装業務   
④庶務関係全般

田岡淀川ジェネラルサービス㈱事務所 事務所執務室

田岡淀川ジェネラルサービス株式会社

当社は、田岡化学工業株式会社の業務を多方面か
らサポートするため、1986年4月に淀川工場内に設
立されました。取引先、社会に信頼されるサステナ
ブルな企業であり続けることを基本方針としており、

田岡化学グループの一員として各種マネジメントシス
テム：労働安全衛生（OSHMS）、環境（ISO14001）、
品質（ISO9001）を活用した改善を行うことで、「無
事故、無災害、クレームゼロ」を継続しています。

弊社の取り組み
［1］物流関係
2024年問題対応の一環として、積込み場所の分散

化によるトラック乗務員の拘束時間削減に取り組んで
います。また、ゴム薬の積込み方法および動線を変更し、
更なる改善を目指します。

［2］環境関係
省エネ活動として冬季(11月～ 3月)は、シアノボンド

及びゴム薬関連倉庫のエアコン、DSD-1の冷凍機を停
止し、2023年度の消費電力は前年度比1.4％削減を
達成しました。また、今年度も引き続き前年比1.0％
削減を目指します。

［3］安全衛生・インフラ整備
ヒヤリハット・改善提案活動および新IT活動により、

安全対策の強化、作業環境の改善、設備整備を推進
し「安全」、「安心」、「健康」な職場作りに注力していま
す｡また、新規雇用者の早期技術習得および誰でも出
来る化(DD化)推進にVTR手順書を導入、熟練度差
が出る作業の教育に活用しています。

［4］業務効率化
接着剤の出荷梱包業務に
当社で初めて｢コードレスハ
ンディ梱包機」を採用。誰
でも容易に梱包作業ができ
るようになり、作業時間短
縮を実現しました。
今後も新しい技術を積極的に導入し、業務効率化を
推進します。
［5］トピックス
7月18日、技能実習生のチャン・ドウック・ハイさん

が技能実習制度随時2級技能検定試験に見事合格され
ました。無事5年間の実習期間を修了し、8月16日に
ベトナムに帰国されました。

当社の取り組み
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弊社の取り組み

【所在地】
兵庫県加古郡播磨町宮西2丁目10番6号
【従業員数】
26名 （2024年9月現在）
主な事業内容／
① 物流関係
・原料、資材の発注、検収と在庫管理
・原料、製品の入出庫と出荷作業を含めた構内物流
② 充填・包装関係
・樹脂原料、ワニス、可塑剤、紙用加工樹脂、中間物等の
  充填・包装作業

田岡播磨ジェネラルサービス株式会社

　当社は2013年2月に播磨工場内に設立され、播
磨工場への生産支援、ならびにサービス提供事業
を行っています。当社は、田岡化学グループの一員
として効率的な業務運営に努め、グループに貢献し
ていくことを基本方針としています。

　安全、品質、環境、防災への取り組みも播磨工
場内の組織として、着実かつ継続的に推進してきま
した。これからも従業員・地域社会・顧客に信頼さ
れる会社として事業を継続していきます。

当社の取り組み
［1］物流関係
輸送形態を10トン車から、より大量輸送が可能な
20フィートコンテナやISOコンテナへ変更するなど、
輸送効率を向上する事で環境負荷の低減に実績を上
げています。 
［2］環境関係
省エネ活動として事務所・倉庫の照明設備のLED化、
自動ON/OFF機能設置、空調温度設定の徹底や倉
庫管理温度の適正化等を実施しています。また、廃棄
物削減の取り組みとして、廃棄物排出事業者(田岡化
学)の責任に基づき、保管および排出管理を適切に実
施しています。
［3］安全衛生・インフラ整備
雨天・強風時の安全対策とし

て、屋根付き荷捌き場を設置
した他、昨今の夏場の暑熱対
策として充填場へスポッ
トクーラーを導入しました。
引き続き、作業環境の
改善を推進していきます。

田岡播磨ジェネラルサービス㈱事務所

［4］業務効率化
QRコードシステムの導入による誤出荷防止や、フ

レコン解し機の導入による固結フレコン解砕作業の機
械化により業務効率化を推進しております。

③ 環境・福利厚生
・排水廃棄物外部処理物流委託、構内清掃委託管理
・作業服・安全靴在庫管理
・作業服洗濯業務

可塑剤充填場スポットクーラー

I-6倉庫西荷捌き場

QRコードシステムによる出荷準備

フレコン解し機による固結フレコンの解砕

48TAOKA CHEMICAL INTEGRATED REPORT 2024



工場・関連会社の取り組みProduction sites

TAOKA CHEMICAL INTEGRATED REPORT 202449

環境保全への取り組み
タミール州環境局（TNPCB）の指導の下、排出ガス、

産業廃棄物等、適切な管理を行なっています。工場電
源もディーゼル自家発電から高圧買電に変更し、環境
改善をしております。また、新たな排水処理設備も導
入し、要求される排水規制値を遵守しています。

安全・安定操業
レスポンシブル・ケア監査をはじめとした、本社から

の内部監査や、顧客からの監査も実施しており、安全・
安定操業の一層の向上を行っています。

品質
2012年にISO9001を取得して以降、田岡化学工業

の技術指導を得ながら、高品質な製品の製造に取り組
んでおります。

【所在地】
インド タミール州 チェンナイ市
マドラス輸出特別区
【従業員数】
29名 （2024年8月現在）

主な事業内容／田岡化学工業の
技術を基に瞬間接着剤の製造及
び販売を行っており、安定した操
業を継続しています。
製品は、インド国内、米国、西ア
ジア、中央アジア、東南アジア、
日本等に出荷されています。

Taoka Chemical India Pvt. Ltd.

Taoka Chemical India Pvt. Ltd.は、2002年に合弁
会社として設立、2006年に100％子会社化されました。
工場は、チェンナイ市の輸出特別区Madras Export 

Processing Zone（MEPZ）に在ります。
チェンナイ市は、南インドの玄関口としてベンガル湾岸

の重要な港湾都市であり、美しいビーチと寺院で知られ
ています。Taoka Chemical Indiaでは、安全を全てに
優先させる事を基本に、高品質の製品を提供し総合的に
顧客満足を得る事を方針として事業活動を行っております。

安全衛生への取組み
毎年、全従業員を対象に、専門トレーナーによる安

全衛生の教育を実施しています。

保安防災への取り組み
危険物取扱い等の安全教育の他、防災訓練を行い、

意識の高揚と技術の練磨に努めており、操業開始以来、
休業災害は発生しておらず、これからも無災害継続に
向けた取組みを進めて行きます。

Taoka Chemical India　工場外観

全従業員を対象とした社内研修

工場防災訓練 ISO9001認証書とTaoka Chemical India品質方針

ミーティング風景
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環境保全への取り組み

安全・安定操業

品質

安全衛生への取組み

保安防災への取り組み

【所在地】
上海市長寧区宣化路28号
舜元企業発展大厦B棟17楼1705室
【従業員数】
5名 （2024年7月現在）

主な事業内容
・中国国内での絶縁被覆材の生産、販売。
・グループ会社製ゴム用添加剤、接着剤の輸入及び販売。
・中国産化学品原料・製品などの輸出。

田岡化工材料（上海）有限公司

当社は、中国国内における絶縁被覆材料、化学品原料・
製品の輸出入、販売を目的に、2019年10月に設立さ
れました。中国では電気自動車の需要が旺盛であり、モー
ター等に使用される電線被覆材についても需要拡大が見
込まれることから、21年10月から現地生産を開始してお
ります。

輸入販売事業では、グループ会社製ゴム薬品の拡販や
光学用途樹脂の市場開拓にも取り組んでまいります。
また、中国は原料調達先としても重視しており、今後は
日本への輸出も本格化させたいと考えております。

オフィス外観

執務ゾーン

【所在地】
3 Fraser Street, #07-28 DUO Tower, Singapore 189352
【従業員数】
3名 （2024年7月現在）

主な事業内容
・東南アジアにおける市場調査および営業開発活動
・グループ会社製品（ゴム用添加剤、瞬間接着剤、ワニス）
  の東南アジア地域への販売。

Taoka Chemical Singapore Pvt. Ltd.

当社は、シンガポールという地理的条件を生かし、東
南アジア市場でのマーケティング活動および田岡グループ
製品の販売を主な目的として、2013年1月に設立されま
した。日本からは主としてゴム用添加剤・ワニスを、インド
からは瞬間接着剤を東南アジア地域に販売していますが、
2024年度からはインド製ゴム用添加剤の販売も開始しま

した。また、ＢＣＰ・複数購買を目的とした、東南アジア地
域における原料調達先の探索にも取り組んでおります。

オフィス外観

エントランス
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